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１ 平成 24 年度概算要求及び 

平成 23 年度第三次補正予算(案)について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 
 
 
 

◆概算要求額 

（23 年度予算額）   （24 年度概算要求額）  （対前年度増減額、伸率） 

１兆１，８１５億円 → １兆２，９７８億円（＋１，１６２億円、＋９．８％） 

 

◆障害福祉サービス関係費（自立支援給付＋地域生活支援事業） 

（23 年度予算額）   （24 年度概算要求額）  （対前年度増減額、伸率） 

６，７８７億円 →   ７，７５７億円（＋９７０億円、＋１４．３％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２４年度 
障害保健福祉部概算要求の概要 

【主な施策】 

                    （対前年度予算増▲減額）

■ 日本再生重点化措置事業【重点化】 
  （障害児・者の地域移行・地域生活のための安心支援体制整備事業） 
 

■ 東日本大震災復旧・復興関連施策 
  【一部復旧・復興枠】 
 

■ 良質な障害福祉サービス等の確保 
  ・障害福祉サービス 
  ・地域生活支援事業【一部重点化】 
 
■ 障害者に対する良質かつ適切な医療の提供 
 
■ 障害福祉サービス提供体制の整備【一部重点化】【一部復旧・復興枠】 
 
■ 障害者虐待防止等に関する総合的な施策の推進 
 
■ 精神障害者アウトリーチ（訪問支援）推進事業 
 
■ 精神科救急医療体制の整備 
 
■ 災害時心のケア支援体制の整備（新規） 
 
■ 発達障害者等支援施策の推進【一部復旧・復興枠】 
 
■ 自殺・うつ病対策の推進 

厚生労働省 障害保健福祉部 

７，２４７億円（＋９０５億円）

６５億円         

２，０４６億円（ ＋５５億円）

１２９億円              

１８２億円（ ＋７４億円）

４．８億円（＋０．７億円）

１．３億円         

８．８億円（  ＋１億円）

１５億円（  ＋１億円）

２０億円（  ＋２億円）

８．９億円（＋１．９億円）

７，７５７億円（＋９７０億円）

５１０億円（＋ ６５億円）



障害があっても当たり前に地域で暮らし、地域の一員として共に生活できる社会

を実現するため、良質な障害福祉サービスの確保や地域生活支援事業の着実な実施、

精神障害者や発達障害者等への支援施策の推進等を図る。 

また、平成２２年１２月１０日に公布された障害者自立支援法・児童福祉法等の

一部改正法について、平成２４年４月の施行に適切に対応する。 

 

 

 

○ 障害児・者の地域移行・地域生活のための安心支援体制整備の実施 １２９億円 

【日本再生重点化措置 ③地域活性化 ④安心・安全社会の実現】 

  障害があっても、自ら選んだ地域で暮らしていけるよう、 

① 移動支援やコミュニケーション支援等の必須事業について、自治体の取り組みを推

進するための国の支援の充実 

② 地域における相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターの整備促進や成

年後見制度利用支援事業の促進 

③ 児童発達支援センターの地域支援機能の強化や障害児入所施設の小規模グループに

よる療育など障害児支援の充実 

を図ることにより、施設や病院からの地域移行を進め、地域生活の支援を充実し、障害

児・者の方々に対する安心支援体制を整備する。 

※地域生活支援事業費補助金に８３億円、社会福祉施設等施設整備費補助金に４６億円 

を計上。 

 

 

 

（１）災害時心のケア支援体制の整備（新規）           １．３億円 

自然災害の被災者、犯罪、交通事故等の被害者のＰＴＳＤ、トラウマ対策として、都道

府県等における日常的な相談体制の強化、及び事故等発生の緊急対応体制の整備を図る。 

    また、大規模自然災害発生時の被災地に対する精神医療・心のケアに係る、応急的・継

続的な支援の中核となる機関を設置し、支援体制の強化を図る。 

 

（２）災害時の障害福祉サービス提供体制の整備（新規）【復旧・復興】 ５３億円 

  災害時に、障害福祉サービス事業所や障害児施設等に障害児・者の緊急の受け入れが可

能となる設備等を備えた防災拠点等の整備を推進する。 

 

 

１ 日本再生重点化措置事業               １２９億円 

２ 東日本大震災復旧・復興関連施策            ６５億円 



 

（３）発達障害者への災害時支援（新規）【復旧・復興】       ４５百万円 

  発達障害者支援センター等の関係機関の連携による災害時の対応や避難場所の確保な

どの災害時の支援に効果的な方法等のマニュアルを作成する。 

 

 

 

 

 

 

○ 障害福祉サービスの確保、地域生活支援等 

（１）障害福祉サービス（一部新規）             ７，２４７億円 

   障害者等が地域で暮らすために必要なホームヘルプ、グループホーム、就労移行支援 

等の障害福祉サービスを計画的に確保する。 

 また、平成２４年度以降の福祉・介護人材の処遇改善のあり方については、予算編成 

過程で検討する。 

 

（２）地域生活支援事業（一部新規）【一部重点化：再掲】      ５１０億円 

   移動支援やコミュニケーション支援など障害者の地域生活を支援する事業について、

市町村等での事業の着実な実施や定着を図る。 

   また、地域での相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターの機能強化や 

成年後見制度の利用を促進するとともに、児童発達支援センターの地域支援機能の強 

化など障害児支援の充実を図る。 

 

（３）障害者への良質かつ適切な医療の提供          ２，０４６億円 

  心身の障害の状態の軽減を図る自立支援医療（精神通院医療、身体障害者のための更生

医療、身体障害児のための育成医療）を提供する。 

  また、自立支援医療の利用者負担のあり方については、引き続き検討する。 

 

（４）特別児童扶養手当、特別障害者手当等          １，５１５億円 

  特別児童扶養手当（１，１２７億円）、特別障害者手当（３８９億円）。 

 

 

 

 

３ 障害保健福祉サービスの確保、地域生活支援などの障害児・者支援の

推進          １兆２，６６９億円（１兆１，５４３億円）



（５）障害福祉サービス提供体制の整備（一部新規）【一部重点化：再掲】【一部 

復旧・復興：再掲】                     １８２億円 

  障害児・者の地域移行・地域定着支援や就労支援の充実を図るため、生活介護や就労継

続支援等の「日中活動の場」の基盤整備を推進するとともに、グループホーム等の「住ま

いの場」の整備を推進する。 

  また、基幹相談支援センターの設置を促進するとともに、児童発達支援センターの地域

支援機能の強化や障害児入所施設の小規模グループによる療育など障害児支援の充実を

図るための整備を推進する。 

  さらに、災害時に、障害福祉サービス事業所や障害児施設等に障害児・者の緊急受入が

可能となる設備等を備えた防災拠点等の整備を推進する。 

 

（６）障害者虐待防止等に関する総合的な施策の推進        ４．８億円 

 ① 障害者虐待防止対策支援事業の推進（一部新規）           ４．８億円 

   平成24 年10 月の障害者虐待防止法の施行に向けて、都道府県や市町村で障害者虐

待の未然防止や早期発見、迅速な対応、その後の適切な支援を行うため、地域の関係機

関の協力体制を整備するとともに、家庭訪問や関係機関職員への研修、障害者虐待の通

報義務等の制度の周知等による支援体制の強化を図る。 

 

② 障害者虐待防止・権利擁護に関する人材養成の推進           ５百万円 

   国において、障害者の虐待防止や権利擁護に関して各都道府県で指導的役割を担う者

を養成するための研修を実施する。 

 

（７）障害程度区分の調査・検証（新規）               １億円 

  実態に即した公平・透明な支給決定が行われるよう、現行の障害程度区分に関する調

査・検証を行う。 

 

（８）自治体等における専門的人材養成の支援（一部再掲）     ３１百万円 

  自治体等における相談支援や権利擁護に必要な人材確保のため、必要な研修等の支援を

行う。 

 

 

 

 

 

 



○ 地域における障害児への支援体制の強化 

（１）障害児の発達を支援するための給付費等の確保（一部新規）  ５３３億円 

障害のある児童が、できるだけ身近な地域で、障害の特性に応じた療育等の支援を受け

られるよう、それに係る経費を安定的に確保する。 

 

（２）障害児支援の充実【重点化：再掲】          １２９億円の内数 

児童発達支援センターの地域支援機能の強化や障害児入所施設の小規模グループによ

る療育など障害児支援の充実を図る。 

 

（３）重症心身障害児者の地域生活モデル事業の実施（新規）     ２５百万円 

重症心身障害児者やその家族への総合的な地域支援体制を整備するため、コーディネー

ターを配置し、障害の状況や個々のニーズ等を踏まえた効果的なサービス利用や関係機関

等との連携のあり方等の総合的なモデルを策定する。 

 

○ その他 

（１）障害者の社会参加の促進                   ２７億円 

  視覚障害者に対する点字情報等の提供、手話通訳技術の向上、ＩＴを活用した情報バリ

アフリーの促進、芸術文化活動の振興等を支援し、障害者の社会参加の促進を図る。 

 

① 手話通訳技術向上等研修事業の充実                 ３２百万円 

手話通訳士や手話通訳者等の技術向上や指導者の養成を図るための研修を行い、聴 

覚障害者等の社会参加の促進を図る。 

 

② 手話研究・普及等事業の充実                   １３百万円 

聴覚障害者の日常生活の利便を図るため、手話の研究や新たな手話言語の造語を行

うとともに、聴覚障害者及び関係者等へ研究成果等の普及啓発を行う。 

 

③ 盲ろう者向け生活訓練等事業の実施                １６百万円 

平成２２年度及び平成２３年度にモデル事業を行った上で作成した生活訓練等マニ 

ュアルに基づき、地域の施設で訓練等を実施し、マニュアルの検証を行い、盲ろう者

の地域における生活訓練のあり方について検討を行う。 

 

④ 災害時リーダー養成研修・実践的救援訓練事業の実施（新規）     ２百万円 

国際障害者交流センターにおいて、災害時における視聴覚障害者の障害の特性に応じ

た対応方法を熟知したリーダーの養成を行う。 



（２）障害者スポーツに対する総合的な取組            ８．５億円 

  平成２３年６月に成立したスポーツ基本法においては、障害者スポーツを含むスポーツ

の推進を国策として行うこととされたことから、パラリンピック等の世界大会への日本選

手団の派遣や強化合宿の実施、トップレベル競技者の養成と日本選手の総合的な強化など

を推進することにより、障害者スポーツの振興を図る。 

 

① 選手強化事業の充実                              ５．７億円 

    障害者スポーツの世界大会（パラリンピック及びデフリンピック）においてメダル

獲得が有望である選手・団体を指定し、トップレベルの競技者に対する特別強化プラ

ンを実施する。 

 

② 世界大会への日本選手団の派遣                  １．３億円 

４年に１回開催される障害者スポーツの世界大会（ロンドンパラリンピック及びス

ペシャルオリンピックス冬季世界大会（平昌））に日本選手団の派遣を行うとともに、

国内強化合宿を実施する。 

 

③ 障害者スポーツ指導者の養成（新規）               ３４百万円 

「障害者スポーツ指導員」、「障害者スポーツコーチ」、「障害者スポーツ医」、「障害

者スポーツトレーナー」の養成及び資質の向上のための現任研修を行う。 

 

④ 障害者の健康増進・スポーツ支援普及事業（新規）                 １７百万円 

       障害者の健康増進のためのモデル事業等を国立障害者リハビリテーションセンター

で実施するとともに、障害者が安全にスポーツを行いつつ競技力の向上が図られるよ

う、障害者スポーツ選手に対するメディカルサポート体制の整備を図る。 

 

 

※ 障害者自立支援対策臨時特例交付金（基金） 

平成２３年度をもって終了する障害者自立支援対策臨時特例交付金（基金）について

は、積み増し及び期限延長等について、別途検討する。 

 

 

 

 



 

 

（１）地域で生活する精神障害者へのアウトリーチ（訪問支援）体制の確立 

８．９億円 

  障害者の地域移行・地域生活支援の一環として、未治療者、治療を中断している重症の

患者などへ、アウトリーチ（訪問支援）により、医療・保健・福祉サービスを包括的に提

供し、丁寧な支援を行うため、多職種チームによる訪問活動やこれらに従事する者への研

修等を実施する。（30 か所（定額補助）） 

 

（２）精神科救急医療体制の整備                  ２０億円 

  各都道府県において、精神疾患をもった救急患者が地域で適切に救急医療を受けられる

よう、精神科救急医療施設における空床を確保する等、精神科救急医療体制の整備を推進

するとともに、平成２２年の精神保健福祉法の一部改正により、都道府県に法律上位置付

けられた精神科救急医療体制整備の努力義務の下で、近年増加している自殺未遂者や身体

疾患を合併する精神疾患患者にも対応できる精神科救急医療体制のさらなる充実・強化を

図る。 

 

（３）精神障害者の地域移行・地域定着支援の推進（一部新規）   ３．４億円 

  「入院医療中心から地域生活中心へ」という基本理念に基づき、都道府県等において、

精神科病院の入院患者に対する退院促進に向けた啓発活動や対象者が退院に向けて行う

準備への支援などを行うことにより、精神障害者の退院促進及び地域定着に向けた事業を

実施する。 

  また、退院のために特に支援が必要な高齢長期入院患者に対して、院内の専門職種と地

域の関係者がチームとなり、退院に向けた包括的な地域支援プログラムを実施し、地域移

行を目指す。 

 

（４）認知行動療法の普及の推進                 ９８百万円 

  うつ病の治療で有効性が認められている認知行動療法（※）の普及を図るため、従事者

の養成を拡充する。 

  ※認知行動療法：鬱病になりやすい考え方の偏りを、面接を通じて修正していく療法。 

 

 

 

 

４ 地域移行・地域定着支援などの精神障害者施策の推進        

２８１億円（２４６億円） 



（５）認知症医療体制の整備                   ４．２億円 

地域で認知症の専門的医療を提供する認知症疾患医療センターにおいて、鑑別診断、専

門医療相談、合併症対応、診療情報提供、介護との連携等を行うほか、認知症の周辺症状

や身体合併症に対する双方の医療を担う中核的機能の整備等を推進する。 

 

（６）災害時心のケア支援体制の整備（新規）（再掲）        １．３億円 

  自然災害の被災者、犯罪、交通事故等の被害者のＰＴＳＤ、トラウマ対策として、都道

府県等における日常的な相談体制の強化、及び事故等発生の緊急対応体制の整備を図る。 

    また、大規模自然災害発生時の被災地に対する精神医療・心のケアに係る、応急的・継

続的な支援の中核となる機関を設置し、支援体制の強化を図る。 

 

○ 心神喪失者等医療観察法関係 

（７）心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に関する医療提供体制の整備

の推進（一部新規）                      ２４０億円 

  心神喪失者等医療観察法を適切に施行するため、指定入院医療機関の確保を行うととも

に、入院から通院を通じた継続的な医療の提供と社会復帰の促進を図る。 

  また、心神喪失者等医療観察法に基づく医療の専門家により医療体制等について技術的

助言を行うとともに、一般精神医療機関に勤務する医師等を対象とした研修を実施し、精

神医療の向上を図る。 

 

 

 

 

（１）発達障害者の地域支援体制の確立                ２億円 

  自閉症、学習障害や注意欠陥多動性障害などの発達障害のある人や家族に対し、ライフ

ステージを通じた一貫した支援体制の強化を図るため、都道府県・指定都市で、ペアレン

トメンター（※）の養成とその活動を調整する人の配置、アセスメントツール（※）の導

入を促進する研修会の実施等を行う。 

※ペアレントメンター：発達障害者の子育て経験のある親であって、その経験を活かし、子どもが発達 

障害の診断を受けて間もない親などに対して相談や助言を行う人のこと。 

※アセスメントツール：発達障害を早期発見し、その後の経過を評価するための確認票のこと。 

 

 

 

 

５ 発達障害者等支援施策の推進       ８．８億円（７．８億円）



（２）発達障害者の支援手法の開発や普及啓発の着実な実施（一部新規）【一部復旧・

復興：再掲】                           ４億円 

  発達障害者一人ひとりのニーズに対応する一貫した支援を行うことができるよう、先駆

的な取組を通じて有効な支援手法を開発・確立するとともに、発達障害者支援に携わる専

門的な人材の育成に取り組む。 

  併せて、国立障害者リハビリテーションセンターでは、発達障害者の就労支援に向けた

普及・定着化に本格的に取り組むとともに、全国の発達障害者支援センターの中核拠点と

しての役割を担う発達障害情報・支援センターで、発達障害に関する情報発信による理解

の促進、支援手法の普及・向上を図る。 

  秩父学園では、発達障害児及び家族の支援事業として、家族短期入所、訪問支援等を通

じた支援プログラムの開発や、関係機関との連携調整の仕組みづくりを実施する。 

  また、発達障害者支援センター等の関係機関の連携による災害時の対応や避難場所の確

保などの災害時の支援に効果的な方法等のマニュアルを作成する。 

  さらに、「世界自閉症啓発デー」(4 月 2 日)を契機に、自閉症をはじめとする発達障害

に関する正しい知識の浸透を図るための普及啓発を行う。 

 

（３）発達障害者等の支援のための巡回支援専門員の整備      ２．７億円 

発達障害等に関して正しい知識を有する専門員の配置市町村を拡充（66 市町村→113

市町村）し、当該専門員が保育所等子どもやその親が集まる施設・場を巡回し、施設のス

タッフや親に対し、障害の早期発見・早期対応のための助言を行うなどの支援を推進する。 

 

 

 

（１） 「工賃向上計画」の着実な推進                 ５億円 

  工賃向上計画については、各都道府県のこれまでの取組の検証を踏まえた見直しを行っ

た上で、経営改善や商品開発、市場開拓など、工賃引き上げに資する福祉施設に対する安

定的な仕事の確保に向けた取組を実施する。 

    【国1/2、都道府県1/2】 

      ・ 経営力育成・強化 

          工賃向上計画の策定及び管理者の意識向上を図る。 

   ・ 技術向上 

          専門家による技術指導や経営指導のアドバイス等を行う。 

  【定額（10/10 相当）】 

      ・ 共同化推進 

          共同受注窓口を継続できる体制の確立を図る。 

６ 障害者に対する就労支援の推進           １６億円（１５億円）



（２）障害者就業・生活支援センター事業の推進（一部新規）     １１億円 

障害者の就業面と生活面における一体的な支援を行う障害者就業・生活支援センターに

ついて、設置か所数を拡充し、地域における障害者に対する就労支援体制の強化を図る。 

  また、就労系の障害福祉サービスの利用者に対して、相談支援事業者が行うサービス利

用計画の作成に関する支援（アセスメントの実施及び評価）について、モデル的（10 ヵ

所）に実施する。 

 

 

 

 

（１）地域で生活する精神障害者へのアウトリーチ（訪問による支援）体制の確立

（再掲）                            ８．９億円 

  障害者の地域移行・地域生活支援の一環として、未治療者、治療を中断している重症の

患者などへ、アウトリーチ（訪問支援）により、医療・保健・福祉サービスを包括的に提

供し、丁寧な支援を行うため、多職種チームによる訪問活動やこれらに従事する者への研

修等を実施する。（30 か所（定額補助）） 

 

（２）認知行動療法の普及の推進（再掲）             ９８百万円 

  うつ病の治療において有効性が認められている認知行動療法の普及を図るため、従事者

の養成を拡充する。 

※認知行動療法：うつ病になりやすい考え方の偏りを、面接を通じて修正していく療法。 

 

（３）地域での効果的な自殺対策の推進と民間団体の取組支援、普及啓発の推進      

４．１億円 

都道府県・指定都市に設置されている「地域自殺予防情報センター」において、専門相

談を実施するほか、関係機関のネットワーク化等によるうつ病対策、依存症対策等の精神

保健的な取組を進めることにより自殺対策の向上を図る。 

  また、自殺未遂者や自死遺族等へのケアに当たる人材を育成するための研修を行う。 

さらに、先進的かつ効果的な自殺対策を行っている民間団体に対し支援を行う。 

 

① 地域自殺予防情報センターの充実・強化              ９４百万円 

「地域自殺予防情報センター」において、職域を含む関係機関のネットワークの強

化を図るとともに、専門相談員による自殺未遂者・自殺者親族等に対する相談等を

引き続き推進する。 

 

７ 自殺・うつ病対策の推進              １５億円（１４億円）



② 自殺対策に取組む民間団体への支援                １．６億円 

先進的かつ効果的な自殺の防止等に関する活動を行っている民間団体に対し、   

支援を行う。 

 

③ 地域における薬物等の依存症対策の推進（一部新規）        ７９百万円 

地域における薬物・アルコールを中心とした依存症対策を推進するため、「地域依存

症対策支援計画」を策定し、この計画に基づく事業を実施するとともに、「家族支援員」

を配置する。また、依存症者の社会復帰支援を強化するため、関係者及び依存症家族

に対しての研修を行う。 

 

（４）自殺予防に向けた相談体制の充実と人材育成         ５０百万円 

  うつ病の早期発見・早期治療につなげるため、一般内科医、小児科医、ケースワーカー

などの地域で活動する方へのうつ病の基礎知識、診断、治療等に関する研修を行い、地域

における各種相談機関と精神保健医療体制の連携強化を図る。 

 



障害児・者の地域移行・地域生活のための安心支援体制整備事業
【日本再生重点化枠 ⅲ地域活性化 ⅳ安心・安全社会の実現】

障害児・者が地域生活へ移行するための支援や、安心して地域で暮らすことができるための支援

－障害保健福祉部－

移動支援・コミュニケーション支援等の強化
ソフト

障
害の

障害児 者が地域生活 移行するための支援や、安心して地域で暮らすことができるための支援
体制を整備する。 【要望枠 計１２９億円】

【現状】

－ 移動支援、コミュニケーション支援等の必須事業について
国の支援の充実（ソフト）
・２４年度補助割合見込み（対必須事業） ４４％ → ５０％

地域生活
支援事業

害
児
・
者

の
た
め
の

・障害児・者総数
744万人

うち、施設入所

55万人
・サービス利用者

－ 基幹相談支援センターの整備促進（ソフト・ハード）
成年後見制度利用支援事業の促進（ソフト）

相 談 支 援 体 制 の 整 備要望枠
８３億円

者
の
地
域

安
心
支
援

・サービス利用者
61万人

【課題】
－ 成年後見制度利用支援事業の促進（ソフト）

障 害 児 支 援 の 充 実

地域における支援機能の充実
社会福祉

ハード移
行
・
地

援
体
制
整

障害があっても、

自ら選んだ地域で

暮らしていけるよ

う 施設や病院か

－ 児童発達支援センターの整備促進（ソフト・ハード）
－ 障害児の居場所づくり、緊急一時預かり事業の推進（ソフト）

療育 生活単位の小規模化 バリアフリ 化（ ド）

障害児施設の機能強化

地域における支援機能の充実施設等施
設整備費

要望枠
４６億円

地
域
生
活

備
事
業

う、施設や病院か

らの地域移行を進

め、地域生活の支

援を充実すること

が必要。
－ 療育・生活単位の小規模化、バリアフリー化（ハード）４６億円

障害者自立支援法・児童福祉法等の一部改正法 障がい者制度改革推進会議総合福祉部会
マニフ スト２００９

（民主党・自民党・公明党による共同提案）
（Ｈ２２．１２成立）の着実な施行

議
の骨格提言（Ｈ２３．８）

マニフェスト２００９

地域移行、地域生活の資源整備等
障害者等が当たり前に地域で暮らし、地域
の一員としてともに生活できる社会をつくる。

障害者等の地域生活を支援



平成24年度概算要求について
－障害保健福祉部－障害保健福祉部

○復旧・復興枠について

 要求額 ６５．４億円

要求額 概要国立施設等関係

心身障害児総合医療療育センタ 施設整備 １ ９億円 非常用発電機更新整備等・ 心身障害児総合医療療育センター施設整備 １．９億円 非常用発電機更新整備等

・ 全国身体障害者総合福祉センター施設整備 ０．４億円 火災報知器と連動する聴覚障害者用

非常文字表示装置の整備等

・ （独）のぞみの園施設整備 ７．８億円 共同溝等改修工事等

・ 国立更生援護機関施設整備 １．９億円 国立障害者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ職員宿

舎耐震改修工事等

・ 国立更生援護機関人件費等 ０．１億円 発達障害児・者の災害時支援方法の

構築・普及に伴う人件費等

社会福祉施設整備

構築 普及に伴う人件費等

社会福祉施設等施設整備 ５２ ８億円 障害福祉ｻ ﾋﾞｽ事業所に防災拠点を整

発達障害関係

・ 社会福祉施設等施設整備 ５２．８億円 障害福祉ｻｰﾋ ｽ事業所に防災拠点を整
備（施設・設備）

・ 発達障害者支援開発事業 ０．５ 億円 発達障害児・者の災害時支援に効果
的な方法等を構築する事業



障害保健福祉部 平成2３年度第三次補正予算（案）

平成2３年度第三次補正予算額 ５０億円（うち基金の積増し分 ４３億円）

■ 障害者自立支援対策臨時特例交付金（基金）の積増し

○ 被災地居宅介護支援事業所等復旧支援事業【２億円】（実施期間：平成23～24年度）

平成2３年度第三次補正予算額 ５０億円（うち基金の積増し分 ４３億円）

○ 被災地居宅介護支援事業所等復旧支援事業【２億円】（実施期間：平成23～24年度）

居宅介護支援事業所、相談支援事業所等に対する災害復旧を図ることを目的とし、基金事業
の積み増しにより事業を実施する。

○ 被災地障害福祉サービス基盤整備事業【１３億円】（実施期間：平成23～24年度）

被災障害福祉圏域ごとに「障害福祉サービス復興支援拠点（仮称）を設置し、新体系サービ
ス移行等（障害児施設を含む。）への支援や就労支援事業所の活動支援等を行うことを目的
とし 基金事業の積み増しにより事業を実施するとし、基金事業の積み増しにより事業を実施する。

○ 被災者の心のケア【２８億円】（実施期間：平成23～24年度）

被災地に長期間滞在し、心のケアに当たる専門人材の確保と、自宅及び仮設住宅を訪問支援
する等の活動を行う。

■ 災害時心のケア研究・支援体制整備【０．４億円】（実施期間：平成23年度）

「災害時心のケア研究・支援センター（仮称）」を設置し、被災県のメンタルヘルス支援の向災害時心のケア研究 支援センタ （仮称）」を設置し、被災県のメンタル ルス支援の向
上に活用するとともに、今後の全国の災害時における心のケア対応力の向上を目指す。

■ 全国身体障害者総合福祉センター等の防災対策の強化【１．８億円】（実施期間：平成23年度）

国・独法が所有している障害福祉施設における非常用発電機の整備及び施設の耐震化を図る国・独法が所有している障害福祉施設における非常用発電機の整備及び施設の耐震化を図る。

■ 被災地の精神障害者社会復帰施設等運営費の積み増し【５．２億円】（実施期間：平成23年度）



障害福祉サービス基盤整備事業

○居宅介護事業所等の事業再開に向けた支援 【障害者自立支援対策臨時特例交付金の積み増し】

3次補正（案） 15億円

今後、仮設住宅への入居が進む中において、障害者の地域移行及び地域定着支援を進める上で重要なサー
ビスであり、これらの事業所の災害復旧を図ることが必要。

居宅介護事業所、相談支援事業所等については、これまで社会福祉施設等施設整備費の対象ではなく、
障害者自立支援対策臨時特例交付金（以 「基金事業 と う ） 対応し たと ろ障害者自立支援対策臨時特例交付金（以下、「基金事業」という。）で対応していたところ。

よって、社会福祉施設等災害復旧費の対象となっていないので、基金事業の積み増しにより対応するもの。

１ 期間 平成２３年度～平成２４年度１．期間 平成２３年度 平成２４年度
２．実施主体 岩手県、宮城県、福島県
３．補助率 国２/３（県１／６、事業者１／６）
４．対象施設 居宅介護事業所、相談支援事業所、小規模作業所

○障害福祉サービスの基盤整備支援 【障害者自立支援対策臨時特例交付金の積み増し】

被災地の事業所が復興期において安定した運営ができるよう 被災県ごとに障害福祉サ ビス復興支援被災地の事業所が復興期において安定した運営ができるよう、被災県ごとに障害福祉サービス復興支援

拠点を設置し、新体系サービス移行等（障害児施設を含む。）への支援や就労支援事業所の活動支援等を
行うことにより、被災地における障害児・者に対する福祉サービスが円滑に提供できる体制を整備する
ため、基金事業の積み増しを行うもの。

１．期間 平成２３年度～平成２４年度
２．実施主体 岩手県、宮城県、福島県（圏域内の中核となる社会福祉法人等に委託して実施することがで

きる。）
３ 補助率 定 額

※ 以上については、障害者自立支援対策臨時特例交付金に「東日本大震災に係る障害福祉サービス等の復興を図る措置」（大事項）
を創設し、終期を平成２５年３月まで延長。復興措置の１メニューとして新設するもの。

３．補助率 定 額



被災地の障害者被災地の障害者
支援事業所支援事業所

被災地における障害福祉サービス基盤整備事業（イメージ）
障害福祉サービス復興支援拠点（仮称）

岩手県岩手県

事
業

把
握

支援事業所支援事業所
被災自治体

２３圏域

復旧支援復旧支援岩手県岩手県

宮城県宮城県
支支
援援

新体系移行新体系移行

基幹相談センター基幹相談センター

運営状況把握運営状況把握

サービスニーズ把握サービスニーズ把握

派遣プログラム派遣プログラム

所
再
建
に
向

握
し
、
ニ
ー
ズ

就労系事業者
地
域
に
お

〔職
員

復興支援復興支援
アドバイザーアドバイザー

援援
コーディネーターコーディネーター

宮城県宮城県

福島県福島県

援援
基幹相談センタ基幹相談センタ

就労支援事業者就労支援事業者

発達障害者支援発達障害者支援

関係団体と連携関係団体と連携 向
け
た
取
組

ズ
に
応
じ
た
支

旧体系事業者

け
る
安
定
し

員
の
確
保
（定
着

事業者等に対する継続的な 組
の
ニ
ー
ズ
を

支
援
を
実
施

し
た
障
害
福

着
支
援
）・事
業

指導・助言・事務代行

○圏域内の各種事業所の支援(復旧支援･業態転換
支援、立ち上げ支援)を実施。 基幹相談

支援センタを施 福
祉
サ
ー
ビ

業
所
の
安
定
支

事業者
相 談

運営状況等
の把握

○就労支援事業者の再建支援については、
労働団体等に幅広く働きかけ､業務発注の確保､
流通経路の再建等に取り組む。

○障害者自立支援法、児童福祉法による新体系

支援センター

ス
の
提
供

支
援
〕

ニーズ調査、
助言

ニーズ調査、
助言

親の会・
関係団体

サービスへの移行を円滑に実施するために必
要な知識・技術等の指導・助言
（障害児施設一元化や基幹相談支援セン
ターにおいて３障害に対応するための
専門職員等）

企 業

市町村

助言

特別支援学校

専門職員等）

○発達障害児・者の必要なニーズを把握し、
ニーズに応じた障害福祉サービス等の提供の
ため助言・指導

保育所



被災地における障害者就労支援事業所の活動支援

○ 被災地における就労支援事業所等が障害者の支援及び地域の復興支援のために行う以○ 被災地における就労支援事業所等が障害者の支援及び地域の復興支援のために行う以
下のような取り組みを支援する
・ 流通経路の再建や販路確保・拡大 ・ 業務受注の確保
・ 被災施設復旧支援、業態転換支援 ・ 地域の復興への取り組み被災施設復旧支援、業態転換支援 地域の復興への取り組み

（具体的なニーズ）
・ 発注元企業の被災により仕事の受注が途絶えた
・ 被災や原発事故のため生産活動（農業等）ができなくなった

被災地の障害者就労支援事業所

被災自治体

地地 域域

流通経路の再建

被災や原発事故のため生産活動（農業等）ができなくなった
・ 地域全体の被災により従来の販路の喪失した

被災自治体

企業等企業等岩手県岩手県

支援支援
業務受注の確保業務受注の確保

・ 流通経路の再建
・ 販路の確保・拡大
・ 業務受注の確保
・ 地域復興への取り組み

販路再建･復興販路再建･復興
支援職員の配置支援職員の配置

企業等企業等岩手県岩手県

宮城県宮城県 被災県の事業所団体被災県の事業所団体

支援支援
復旧復旧
支援支援

業態転換業態転換
支援支援

宮城県宮城県

福島県福島県

被災県の事業所団体被災県の事業所団体

支援支援

流通経路の再建流通経路の再建
販路確保･拡大販路確保･拡大・ 被災県の事業所団体が県内の事業所の支

援(復旧支援･業態転換支援)を実施
・ 県内の労働団体等に

労働団体等労働団体等
支援支援 県内の労働団体等に

幅広く働きかけ､業務
発注の確保､流通経路
の再建等に取り組む

販路再建･復旧支援販路再建･復旧支援
コーディネーター配置コーディネーター配置

業務発注の確保業務発注の確保､､
流通経路の再建等流通経路の再建等
の働き掛けの働き掛け



被災者の心のケア（3次補正）の概要

被災地では、ＰＴＳＤの症状の長期化、生活への不安等も重なり、うつ病や不安障害が増大すること
が考えられる とから 中長期的な対応が必要となり そのための地域精神保健医療を担う人材の

28億円

県外より人材派遣

が考えられることから、中長期的な対応が必要となり、そのための地域精神保健医療を担う人材の
確保等が必要。

②地域精神医療機能の回
復 充実

被災県

①地域精神保健活動の
継続的な実施

市町村

情報共有・連携 復・充実継続的な実施

保健所

情報共有・連携

○精神保健福祉士、臨床心理士、社会
福祉士 作業療法士等による 被災者

○被災した精神障害者、医療的支

心のケアセンタ （仮称）

福祉士、作業療法士等による、被災者
への心のケアの支援（自宅及び仮設
訪問・相談対応）

援が必要な被災者に対して、病院
を拠点とした訪問診療、訪問看護

心のケアセンター（仮称）
（精神保健福祉センター等に設置）

情報提供・技 実態報告

③心のケアセンター（仮称）
整備事業

災害時心のケア研究・支援センター（仮称）

術指導・調査 データ提供 ○震災に関連する精神症状等への
対応に関する連携と統括・管理

○被災地の心のケアに関する情報
を効率的に集約し、被災県に提供

○被災地関係の研究等の窓口
（※）国立精神・神経医療研究センターに設置

○被災地関係の研究等の窓口

○被災地における心のケアや調査
結果の公表

等の総合的な調整、助言指導、
データ分析



２ 扶養控除の一部廃止に伴う影響を回避するための政令等の改正について 

 
 
（１）これまでの経緯 

ア 所得税・個人住民税の扶養控除については、平成 22 年度税制改正において、「所得

控除から手当てへ」等の観点から、子ども手当の創設とあわせて、年少扶養親族（～15

歳）に対する扶養控除（38 万円）が廃止されるとともに、高校の実質無償化に伴い、16

歳～18 歳までの特定扶養親族に対する扶養控除の上乗せ部分（25 万円）が廃止された。  

イ 上記の見直しに伴い、現行制度において、所得税・個人住民税の税額等と連動して

いる国民健康保険料、保育料等の医療・福祉制度等に関する負担に影響が生じることと

なり、障害福祉サービスの自己負担限度額等の算定に当たっても影響が生じることが予

想される。 

ウ この問題に対応するため、平成 22 年度税制改正大綱では、「（扶養控除等の）見直し

の趣旨を踏まえて、制度の所管府省においては、負担の基準の見直し、経過措置の導入

など適切な措置を講じる」こととされ、これを受けて、政府税制調査会に「控除廃止の

影響に係るプロジェクト・チーム」が設置された。 

エ 平成 22 年 10 月に上記プロジェクト・チームがとりまとめた報告書において、「扶養

控除の見直しによる税額等の変動を簡便な方法により調整する方式」により対応するこ

ととされたことを踏まえ、厚生労働省では、 「市町村等の事務負担に留意しつつ、控除

見直し前の旧税額を計算する等により、控除見直しの影響が生じないようにする」とい

う方向性を打ち出しているところ。 

 

（２）今後の対応方針 

以下の対応により、扶養控除の見直しがなかったものと見なした上で、障害福祉サ

ービスの自己負担限度額等の算定を行うものとする。  

ア 政令改正による対応を想定している主なもの 

①障害福祉サービス利用の自己負担限度額  

②自立支援医療の自己負担限度額  

③補装具費の支給の自己負担限度額  

④特別児童扶養手当等の支給基準 

イ 通知改正又は解釈通知による対応を想定している主なもの  

①障害福祉サービス等の措置入所・利用における自己負担限度額  

②精神障害者の措置入院費の自己負担限度額  

※ どちらの改正においても、各自治体において『旧税額計算シート』を活用の上、

扶養控除見直し前の旧税額を算出し適宜対処いただくことを前提に、同シートを各

自治体宛に送付予定。 

 



扶養控除の見直しに係る経緯及び対応方針

【経 緯】

○ 所得税・個人住民税の扶養控除については、平成22年度税制改正において、「所得控除から手当てへ」等の観点から、子ども手
当の創設とあわせて、年少扶養親族（～15歳）に対する扶養控除（38万円）が廃止されるとともに、高校の実質無償化に伴い、16
～18歳までの特定扶養親族に対する扶養控除の上乗せ部分（25万円）が廃止された。

○ 上記の見直しに伴い、現行制度において、所得税・個人住民税の税額等と連動している国民健康保険料、保育料等の医療・福
祉制度等に関する負担に影響が生じることとなり、障害福祉サービスの自己負担限度額等の算定に当たっても影響が生じること
が予想される。

○ この問題に対応するため、平成22年度税制改正大綱では、「（扶養控除等の）見直しの趣旨を踏まえて、制度の所管府省におい
ては、負担の基準の見直し、経過措置の導入など適切な措置を講じる」こととされ、これを受けて、政府税制調査会に「控除廃止
の影響に係るプロジェクト・チーム」が設置された。

○ 平成22年10月に上記プロジ クト チ ムがとりまとめた報告書において 「扶養控除の見直しによる税額等の変動を簡便な方法○ 平成22年10月に上記プロジェクト・チームがとりまとめた報告書において、「扶養控除の見直しによる税額等の変動を簡便な方法
により調整する方式」により対応することとされたことを踏まえ、厚生労働省では、 「市町村等の事務負担に留意しつつ、控除見直

し前の旧税額を計算する等により、控除見直しの影響が生じないようにする」という方向性を打ち出しているところ。

【今後の対応方針】【今後の対応方針】

以下の対応により、扶養控除の見直しがなかったものと見なした上で、障害福祉サービスの自己負担限度額等の算定を行うものと
する。

○ 政令改正による対応を想定している主なもの：

①障害福祉サービス利用の自己負担限度額 ②自立支援医療の自己負担限度額 ③補装具費の支給の自己負担限度額①障害福祉サ ビス利用の自己負担限度額 ②自立支援医療の自己負担限度額 ③補装具費の支給の自己負担限度額

④特別児童扶養手当等の支給基準

○ 通知改正又は解釈通知による対応を想定している主なもの：

①障害福祉サービス等の措置入所・利用における自己負担限度額 ②精神障害者の措置入院費の自己負担限度額①障害福祉サ ビス等の措置入所 利用における自己負担限度額 ②精神障害者の措置入院費の自己負担限度額

※ どちらの改正においても、各自治体において『旧税額計算シート』を活用の上、扶養控除見直し前の旧税額を算出し適宜対処い
ただくことを前提に、同シートを各自治体宛に送付予定。



（参考）平成２２年度税制改正大綱の概要及び控除廃止
の影響に係るPT報告書の関係記述

【平成22年度税制改正大綱の概要（抄） （平成２１年１２月２２日 閣議決定）】
個人所得課税

の影響に係るPT報告書の関係記述

個人所得課税
○ 「所得控除から手当へ」等の観点から、子ども手当の創設とあいまって、年少扶養親族（～15歳）に対

する扶養控除（38万円）を廃止する。

○ 高校の実質無償化に伴い 16 18歳までの特定扶養親族に対する扶養控除の上乗せ部分（25万円）○ 高校の実質無償化に伴い、16～18歳までの特定扶養親族に対する扶養控除の上乗せ部分（25万円）
を廃止する。

○ 個人住民税については、税体系上の整合性の観点等から、所得税と同様に、年少扶養親族（～15歳）
に対する扶養控除（33万円）及び16～18歳までの特定扶養親族に対する扶養控除の上乗せ部分（12万に対する扶養控除（33万円）及び16～18歳までの特定扶養親族に対する扶養控除の上乗せ部分（12万
円）を廃止する。

【控除廃止の影響に係るＰＴ 報告書（抄） （平成２２年１０月６日 控除廃止の影響に係る ）】【控除廃止の影響に係るＰＴ 報告書（抄） （平成２２年１０月６日 控除廃止の影響に係るＰＴ）】
２．扶養控除の見直しの影響への対応案
（対応案の基本類型）

扶養控除の見直しの影響への対応案としては、次の３つの方式が考えられる。
第 方 税額等を な 方 得金額を す 方 定 整を もあ う第1 方式：税額等を活用しない方式（収入・所得金額を活用する方式[一定の調整を加えることもありう

る]）

第2 方式：扶養控除の見直しによる税額等の変動を簡便な方法により調整する方式

第3 方式：一定のモデル世帯を設定し、当該世帯について負担が生じないように見直す方式



（参考）平成２２年度税制改正を踏まえた扶養控除の概要

老 人 扶 養 控 除

４８万円

（住民税は３８万円）

７０歳
６９歳 　４８万円

扶

扶　養　控　除

３８万円
（住民税は３３万円）

養

親 存続

２３歳

（住民税は３３万円）
族

の

年 ２３歳
２２歳

１９歳
１８歳

１６歳

特　定　扶　養　控　除
６３万円

（住民税は４５万円）

年

齢 １６～１８歳の上乗せ部分を廃止
（※）１６歳～１８歳の特定扶養控除は

一般扶養控除に移行１６歳

１５歳

３８万円
（住民税は３３万円）

扶　養　控　除

廃止

般扶養控除 移行

３８万円 ６３万円

（住民税は３３万円）

控 除 額



住民税額の算定に当たっては、前年の総所得金額等から各種所得控除を控除することで行うが、Ｈ２４年１月１日からは地方税法の規定に従い扶養控除が
見直され、年少扶養控除及び１６～１８歳までの特定扶養控除の上乗せ部分は控除額に含まれなくなるため、住民税額が増額となるケースがある。そのため、
住 税額 応 決定 障害福祉 ビ 自 負担 度額等 今後 響が生住民税額に応じて決定している障害福祉サービス利用の自己負担限度額等に今後影響が生じる。

障害保健福祉施策の中で影響
の出る主なもの

影響が生じる
時期

左項の根拠となる条文等 条文等の概要 対応レベル

月ま は前年住民税額 応じ 自 負担
①障害福祉サービス利用の自
己負担限度額

H２４年７月 障害者自立支援法施行令第１７条
４～６月までは前年住民税額に応じて自己負担
限度額を決定し、現年住民税額に応じて決定と
なるのは７月以降

政令改正

②自立支援医療の自己負担限
度額

H２４年７月 障害者自立支援法施行令第３５条
４～６月までは前年住民税額に応じて自己負担
限度額を決定し、現年住民税額に応じて決定と 政令改正

度額
月 障害者 支援法 令第 条 限度額を決定し、現年住民税額に応じて決定と

なるのは７月以降
令改

③補装具費の支給の自己負担
限度額

H２４年７月 障害者自立支援法施行令第４３条の３
４～６月までは前年住民税額に応じて自己負担
限度額を決定し、現年住民税額に応じて決定と
なるのは７月以降

政令改正

H２３総所得金額等確定（１２/３１）
H２４住民税額算定作業

（扶養控除見直しを踏まえて）

【 参 考 】

扶養控除見直し前 扶養控除見直し後（H２４年６月から住民税額が増）

自己負担額の増額の可能性
市町村が納税義務者に対してH２４年住民税の徴収額を

通知するまでの期間

H24
H24年
1月1日

H24年
6月1日

H24年
4月1日

H24年
7月1日H23

H２３住民税額に応じて自己負担 H２４住民税額に応じて自己

H24住民税徴収期間（24/6/1～25/5/31）H23住民税徴収期間（23/6/1～24/5/31）

H２３住民税額に応じて自己負担
限度額を決定するので影響なし

H２４住民税額に応じて自己
負担限度額を決定するので影響あり



所得税については、Ｈ２３年１月１日からは所得税法の規定に従い扶養控除が見直され、年少扶養控除及び１６～１８歳までの特定扶養控除の上乗せ部分
は控除額に含まれなくなったため、源泉徴収に際しての控除額が減額となり、結果、所得税額が増額となったケースが生じている。そのため、所得税額等に
応じて決定している障害福祉サ ビス等の措置入所 利用における自己負担限度額等に今後影響が生じる応じて決定している障害福祉サービス等の措置入所・利用における自己負担限度額等に今後影響が生じる。

障害保健福祉施策の中で影
響の出る主なもの

影響が生じる時期 左項の根拠となる条文等 条文等の概要 対応レベル

①障害福祉サ ビス等の措 を得な 事由 措 を 通知改正①障害福祉サービス等の措
置入所・利用における自己負
担限度額

H２４年７月
やむを得ない事由による措置を行っ
た場合の単価等の取扱いについて
（H18.11.17障害保健福祉部障害福祉課長通知）

運用に当たっては、各自治体における規則等で
の定めによる

通知改正
又は

解釈通知

②精神障害者の措置入院費
の自己負担限度額

H２４年６月
精神保健法による措置入院者の費
用徴収額認定基準の取扱いについ

１／１～５／３１までに入院措置した者は前々年
の、６／１～１２／３１においては前年の所得税

通知改正
又は

の自己負担限度額
H２４年６月 用徴収額認定基準の取扱いについ

て（S63.11.18保健医療局精神保健課長通知）

の、６／１ １２／３１においては前年の所得税
確定額をもって費用徴収額を認定

又は
解釈通知

③特別児童扶養手当等の支
給基準

H２４年８月
特別児童扶養手当等の支給に関す
る法律第６条、第７条、第８条、第２０
条、第２６条の５及び附則第９７条

前年の所得が特定扶養親族数に応じて政令で
定める額以上の場合、その年の８月から翌年７
月まで支給しない

政令改正

扶養控除見直し前 扶養控除見直し後（H２３年１月から所得税額が増）

①障害福祉サービス等の措置入所・利用における自己負担限度額

【 参 考 】

自己負担限度額の増額の可能性

自己負担限度額の増額の可能性

支給停止の可能性

②精神障害者の措置入院費の自己負担限度額

③特別児童扶養手当等の支給基準

H24
H24年
6月1日

H24年
7月1日H22 H23

H23年
1月1日

H24年
8月1日

支給停 の可能性

所得税額に左右されず、
／ までは手当支給

H２２所得税額に応じて自己負担
限度額を決定するので影響なし

H２２所得税額に応じて自己負担
限度額を決定するので影響なし

H23所得税H22所得税 H２４所得税

７／３１までは手当支給
（③）

限度額を決定するので影響なし
（①）

限度額を決定するので影響なし
（②）



３ 第３期障害福祉計画について 

 

 

第３期障害福祉計画（以下「第３期計画」という。）については、平成２３年２月２２

日開催の障害保健福祉関係主管課長会議等において、数値目標やサービス見込量の考え方、

中間報告の実施等についてお示ししており、都道府県及び市町村におかれては、第３期計

画の策定準備を進めていただいていると思うが、次の資料を参考に更にその取組を進めて

いただきたい。 

また、第２期計画の実施期間も残り僅かとなってきたことから、更にその取組を推進し

ていただきたい。 

 

（１）基本指針（案）について 

「障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提

供体制の整備並びに自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するための

基本的な指針」（平成１８年厚生労働省告示第３９５号）については、数値目標及びサ

ービス見込量の基本的な考え方は変更しないが、次の法律の成立を受け、必要な見直し

を行う予定（資料１の概要及び新旧対照表を参照） 

・「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまで 

の間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律」 

（平成 22 年法律第 71 号） 

・「障害者基本法の一部を改正する法律」（平成 23 年法律第 90 号） 

・「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関 

する法律」（平成 23 年法律第 37 号、第 105 号）  

・「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」 

（平成 23 年法律第 79 号） 

 

（２）精神障害者関係の数値目標について 

  資料２を参照 

 

（３）計画相談支援及び地域相談支援等のサービス見込量の算定方法について 

  資料３を参照 

 

（４）中間報告について 

  中間報告については、別途、厚生労働省から依頼することとしているが、その概要及

び報告用シートを資料４にまとめたので、参照されたい。 

    



障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提供体制

の整備並びに自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な

指針（平成 18 年厚生労働省告示第 395 号）の一部改正について（概要） 

 

【告示の趣旨】 

本告示は、障害者自立支援法（平成 17 年法律第 123 号）の施行に伴い、市町村及び都道

府県が障害福祉計画を作成するに当たって即すべき事項を定めるものである。 

現行の告示は、第２期目の計画の作成に当たり、平成 21 年度から平成 23 年度までの障

害福祉計画を作成するに当たって即すべき事項を定めたものである。 

今般、障害者自立支援法の施行及び平成 22 年 12 月に成立した「障がい者制度改革推進

本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地

域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律」（以下「整備法」という。）による

障害者自立支援法の改正等を踏まえ、障害者の地域生活を支援するためのサービス基盤整

備等に係る平成 26 年度末の数値目標を設定するとともに、平成 24 年度から平成 26 年度ま

での第３期障害福祉計画を作成するに当たって即すべき事項を定めたものである。 

 

 

【主な改正内容】 

○ 改正障害者基本法を踏まえた規定の整備【第一の一関連】 

平成23年７月に成立した障害者基本法の一部を改正する法律（平成23年法律第90号）

による障害者基本法（昭和 45 年法律第 84 号）の目的規定の改正内容について、障害福

祉計画の基本的理念の中に盛り込む。 

 

 

○ 整備法による障害者自立支援法の改正を踏まえた規定の整備 

 ○ 相談支援体制の充実・強化【第一の三関連】 

    相談支援体制の充実・強化を図るため、地域における相談支援の中核的な役割を担

う基幹相談支援センターや自立支援協議会の具体的な機能や在り方を明確化する。 

 

 ○ 障害福祉計画の作成のための体制の整備【第二の一の３関連】 

   市町村及び都道府県が障害福祉計画を作成するにあたり、自立支援協議会を設置し

ている場合には、その意見を聴くよう努めなければならないとされたことを踏まえ、

同協議会を活用することを明記する。 

 

 

資 料１



○ 地域主権改革を踏まえた規定の整備【第二の一の６関連、第二の二及び三関連】 

  地域主権改革において、平成 24 年４月１日以降は、市町村障害福祉計画を策定又は変

更する場合に、住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずる義務が努力義務とな

ったが、できる限り地域住民の意見を反映させることが望ましい旨明確化する。また、

これまで障害福祉計画に定める事項だったものが、今般改正により定めるよう努めなけ

ればならない事項になったもの等についても明確化する。 

 

 

○ 障害者虐待防止法の成立を踏まえた規定の整備【第二の三の３関連】 

  平成 23 年６月に成立した障害者虐待防止法（平成 23 年法律第 79 号）を踏まえ、都道

府県障害者権利擁護センター、市町村障害者虐待防止センターを中心として虐待防止に

向けたシステムの整備に取り組むこと等の規定を盛り込む。 

 

 

○ その他障害児支援のための計画的な基盤整備の明確化や、平成 23 年度末を期限とす

る新体系への移行や障害福祉計画の計画期間等に関する所要の規定の整備等 
 
 
 
※ 上記改正内容は現時点の案であり、今後追加・修正等がありうる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



（参考） 

「障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提供体

制の整備並びに自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するための基本的

な指針」の構成（案）                      ※下線部は改正箇所 

 

第一 障害福祉サービス及び相談支援の提供体制の確保に関する基本的事項 

一 基本的理念 

二 障害福祉サービスの提供体制の確保に関する基本的考え方 

三 相談支援の提供体制の確保に関する基本的考え方 

 

第二 障害福祉計画の作成に関する事項 

一 障害福祉計画の作成に関する基本的事項 

１ 作成に当たって留意すべき基本的事項 

２ 平成二十六年度の数値目標の設定 

３ 障害福祉計画の作成のための体制の整備 

４ 障害者等のサービスの利用実態及びニーズの把握 

５ 区域の設定 

６ 住民の意見の反映 

７ 他の計画との関係 

二 市町村障害福祉計画の作成に関する事項 

１ 各年度における指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援の

種類ごとの必要な量の見込み及びその見込量の確保のための方策 

２ 市町村の地域生活支援事業の実施に関する事項 

三 都道府県障害福祉計画の作成に関する事項 

１ 区域ごとの各年度の指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支

援の種類ごとの必要な量の見込及びその見込量の確保のための方策 

２ 各年度の指定障害者支援施設の必要入所定員総数 

３ 指定障害福祉サービス、指定地域相談支援及び指定計画相談支援に従事する者の確

保又は資質の向上並びに指定障害者支援施設の施設障害福祉サービスの質の向上の

ために講ずる措置 

４ 都道府県の地域生活支援事業の実施に関する事項 

四 その他 

１ 障害福祉計画の作成の時期 

２ 障害福祉計画の期間及び見直しの時期 

３ 障害福祉計画の達成状況の点検及び評価 

４ 障害福祉計画の公表 

５ 障害児支援のための計画的な基盤整備 



障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提供体制の整備並びに自立支援給付及び地域生活支

援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針（平成十八年厚生労働省告示第三百九十五号）の改正案について 

【現在検討中の案】                                        （傍線の部分は改正部分） 

改正案 現 行 

障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域

生活支援事業の提供体制の整備並びに自立支援給付及び地域生活

支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針 

 障害保健福祉施策については、平成十五年度以降、措置制度から契約制

度へと転換した支援費制度の下で、利用者数が飛躍的に増加する等サービ

ス量の拡充が図られてきたところである。 

 しかしながら、居宅介護事業（ホームヘルプサービス等）等について未

実施の市町村（特別区を含む。以下同じ。）がみられたほか、精神障害者

に対するサービスは支援費制度の対象となっていなかったこともあって、

その立ち後れが指摘されていた。また、長年にわたり障害福祉サービスを

支えてきた福祉施設や事業体系については、利用者の入所期間の長期化等

により、その本来の機能と利用者の実態が乖離する等の状況にあるほか、

地域生活移行や就労支援といった新たな課題への対応が求められていた。

さらに、障害者又は障害児（以下「障害者等」という。）の地域生活を支

えていくために障害福祉サービスと並んで欠くことのできない相談支援

体制についても、その整備状況に大きな地域格差がみられたところである

。  

 障害者自立支援法（平成十七年法律第百二十三号。以下「法」という。

）においては、こうした状況に対応して、障害者及び障害児が、自立した

日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な障害福祉サービス

や相談支援等が地域において計画的に提供されるべく、福祉施設や事業体

系の抜本的な見直しと併せて、市町村及び都道府県に対し障害福祉計画（

障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域

生活支援事業の提供体制の整備並びに自立支援給付及び地域生活

支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針 

 障害保健福祉施策については、平成十五年度以降、措置制度から契約制

度へと転換した支援費制度の下で、利用者数が飛躍的に増加する等サービ

ス量の拡充が図られてきたところである。 

 しかしながら、居宅介護事業（ホームヘルプサービス等）等について未

実施の市町村（特別区を含む。以下同じ。）がみられたほか、精神障害者

に対するサービスは支援費制度の対象となっていなかったこともあって、

その立ち後れが指摘されていた。また、長年にわたり障害福祉サービスを

支えてきた福祉施設や事業体系については、利用者の入所期間の長期化等

により、その本来の機能と利用者の実態が乖離する等の状況にあるほか、

地域生活移行や就労支援といった新たな課題への対応が求められていた。

さらに、障害者又は障害児（以下「障害者等」という。）の地域生活を支

えていくために障害福祉サービスと並んで欠くことのできない相談支援

体制についても、その整備状況に大きな地域格差がみられたところである

。  

 障害者自立支援法（平成十七年法律第百二十三号。以下「法」という。

）においては、こうした状況に対応して、障害者及び障害児が、自立した

日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な障害福祉サービス

や相談支援等が地域において計画的に提供されるべく、福祉施設や事業体

系の抜本的な見直しと併せて、市町村及び都道府県に対し障害福祉計画（



法第八十八条第一項に規定する市町村障害福祉計画及び法第八十九条第

一項に規定する都道府県障害福祉計画をいう。以下同じ。）の作成を義務

付ける等、サービス体系全般について見直しが行われた。  

 また、平成二十二年十二月に障がい者制度改革推進本部等における検討

を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域

生活を支援するための関係法律の整備に関する法律（平成二十二年法律第

七十一号。以下「整備法」という。）が成立し、利用者負担の見直しや相

談支援の充実等が行われることとなった。 

 この指針は、法の施行及び整備法による法の改正を踏まえ、障害者の地

域生活を支援するためのサービス基盤整備等に係る平成二十六年度末の

数値目標を設定するとともに、平成二十四年度から平成二十六年度までの

第三期障害福祉計画を作成するに当たって即すべき事項を定め、障害福祉

サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業を

提供するための体制の確保が計画的に図られるようにすることを目的と

するものである。 

 

第一 障害福祉サービス及び相談支援の提供体制の確保に関する基本的

事項 

一 基本的理念 

市町村及び都道府県は、全ての国民が、障害の有無にかかわらず、

等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重され、障

害者等の自立と社会参加を基本とする障害者基本法（昭和四十五年法

律第八十四号）の理念を踏まえつつ、次に掲げる点に配慮して、障害

福祉計画を作成することが必要である。 

１ 障害者等の自己決定と自己選択の尊重 

障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性

法第八十八条第一項に規定する市町村障害福祉計画及び法第八十九条第

一項に規定する都道府県障害福祉計画をいう。以下同じ。）の作成を義務

付ける等、サービス体系全般について見直しが行われた。  

 

 

 

 

 

 この指針は、福祉施設が新たなサービス体系への移行を完了する平成二

十三年度末に向けて数値目標を設定するとともに、平成二十一年度から平

成二十三年度までの第二期障害福祉計画を作成するに当たって即すべき

事項を定め、障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の

地域生活支援事業を提供するための体制の確保が計画的に図られるよう

にすることを目的とするものである。 

 

 

第一 障害福祉サービス及び相談支援の提供体制の確保に関する基本的

事項 

一 基本的理念                                                  

市町村及び都道府県は、障害者等の自立と社会参加を基本とする障

害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）の理念を踏まえつつ、次

に掲げる点に配慮して、障害福祉計画を作成することが必要である。 

 

 

１ 障害者等の自己決定と自己選択の尊重 

ノーマライゼーションの理念の下、障害の種別、程度を問わず、



を尊重し合いながら共生する社会を実現するため、障害者等が必要

とする障害福祉サービスその他の支援を受けつつ、障害者等の自立

と社会参加の実現を図っていくことを基本として、障害福祉サービ

ス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の

提供体制の整備を進める。 

２ 実施主体の市町村への統一と三障害に係る制度の一元化等 

障害福祉サービスに関し、実施主体を市町村を基本とする仕組み

に統一するとともに、従来、身体障害、知的障害及び精神障害と障

害種別ごとに分かれていた制度を一元化することにより、サービス

の充実を図り、都道府県の適切な支援等を通じて地域間で大きな格

差のある障害福祉サービスの均てんを図る。 

また、発達障害者については、従来から精神障害者に含まれるも

のとして法に基づく給付の対象となっているところであり、引き続

きその旨の周知を図る。高次脳機能障害者についても同様である。

 

３ 地域生活移行や就労支援等の課題に対応したサービス提供体制

の整備 

障害者等の自立支援の観点から、地域生活への移行や就労支援と

いった新たな課題に対応したサービス提供体制を整えるとともに、

障害者等の生活を地域全体で支えるシステムを実現するため、身近

な地域におけるサービス拠点づくり、ＮＰＯ等によるインフォーマ

ルサービス（法律や制度に基づかない形で提供されるサービスをい

う。）の提供等、地域の社会資源を最大限に活用し、提供体制の整

備を進める。 

二 障害福祉サービスの提供体制の確保に関する基本的考え方 

障害福祉サービスの提供体制の確保に当たっては、一の障害福祉計

障害者等が自らその居住する場所を選択し、その必要とする障害福

祉サービスその他の支援を受けつつ、障害者等の自立と社会参加の

実現を図っていくことを基本として、障害福祉サービスの提供体制

の整備を進める。 

 

２ 実施主体の市町村への統一と三障害に係る制度の一元化等 

障害福祉サービスに関し、実施主体を市町村を基本とする仕組み

に統一するとともに、従来、身体障害、知的障害及び精神障害と障

害種別ごとに分かれていた制度を一元化することにより、立ち後れ

ている精神障害者等に対するサービスの充実を図り、都道府県の適

切な支援等を通じて地域間で大きな格差のある障害福祉サービス

の均てんを図る。 

また、発達障害者については、従来から精神障害者に含まれるも

のとして法に基づく給付の対象となっているところであり、引き続

きその旨の周知を図る。高次脳機能障害者についても同様である。 

３ 地域生活移行や就労支援等の課題に対応したサービス提供体制

の整備 

障害者等の自立支援の観点から、地域生活への移行や就労支援と

いった新たな課題に対応したサービス提供体制を整えるとともに、

障害者等の生活を地域全体で支えるシステムを実現するため、身近

な地域におけるサービス拠点づくり、ＮＰＯ等によるインフォーマ

ルサービス（法律や制度に基づかない形で提供されるサービスをい

う。）の提供等、地域の社会資源を最大限に活用し、提供体制の整

備を進める。 

二 障害福祉サービスの提供体制の確保に関する基本的考え方 

障害福祉サービスの提供体制の確保に当たっては、一の障害福祉計



画の基本的理念を踏まえ、次に掲げる点に配慮して、数値目標を設定

し、計画的な整備を行う。 

１ 全国どこでも必要な訪問系サービスを保障 

訪問系サービス（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護

及び重度障害者等包括支援をいう。以下同じ。）の充実を図り、全

国どこでも必要な訪問系サービスを保障する。 

 

２ 希望する障害者等に日中活動系サービスを保障  

希望する障害者等に日中活動系サービス（生活介護、自立訓練、

就労移行支援、就労継続支援、療養介護、短期入所及び地域活動支

援センターで提供されるサービスをいう。以下同じ。）を保障する

。 

 

  ３ グループホーム等の充実を図り、入所等から地域生活への移行を

推進 

地域における居住の場としてのグループホーム（共同生活援助を

行う住居をいう。以下同じ。）及びケアホーム（共同生活介護を行

う住居をいう。以下同じ。）の充実を図るとともに、自立支援訓練

事業等の推進により、入所等（福祉施設への入所又は病院への入院

をいう。）から地域生活への移行を進める。 

４ 福祉施設から一般就労への移行等を推進 

就労移行支援事業等の推進により、障害者の福祉施設から一般就

労への移行を進めるとともに、福祉施設における雇用の場を拡大す

る。 

三 相談支援の提供体制の確保に関する基本的考え方 

障害者等、とりわけ重度の障害者等が地域において自立した日常生

画の基本的理念を踏まえ、次に掲げる点に配慮して、数値目標を設定

し、計画的な整備を行う。 

１ 全国どこでも必要な訪問系サービスを保障 

立ち後れている精神障害者等に対する訪問系サービス（居宅介護

、重度訪問介護、同行援護、行動援護及び重度障害者等包括支援を

いう。以下同じ。）の充実を図り、全国どこでも必要な訪問系サー

ビスを保障する。 

２ 希望する障害者等に日中活動系サービスを保障 

いわゆる小規模作業所の利用者の法に基づくサービスへの移行

等を推進するとともに、希望する障害者等に日中活動系サービス（

生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、療養介護、児

童デイサービス、短期入所及び地域活動支援センターで提供される

サービスをいう。以下同じ。）を保障する。 

３ グループホーム等の充実を図り、入所等から地域生活への移行を

推進 

地域における居住の場としてのグループホーム（共同生活援助を

行う住居をいう。以下同じ。）及びケアホーム（共同生活介護を行

う住居をいう。以下同じ。）の充実を図るとともに、自立訓練事業

等の推進により、入所等（福祉施設への入所又は病院への入院をい

う。）から地域生活への移行を進める。 

４ 福祉施設から一般就労への移行等を推進 

就労移行支援事業等の推進により、障害者の福祉施設から一般就

労への移行を進めるとともに、福祉施設における雇用の場を拡大す

る。 

三 相談支援の提供体制の確保に関する基本的考え方 

障害者等、とりわけ重度の障害者等が地域において自立した日常生



活又は社会生活を営むためには、障害福祉サービスの提供体制の確保

とともに、これらのサービスの適切な利用を支える相談支援体制の構

築が不可欠である。このため、相談支援の担い手を確保するよう努め

るとともに、地域における相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支

援センターを市町村において設置することが望ましい。 

また、障害者等への支援の体制の整備を図るため、関係機関、関係

団体及び障害者等の福祉、医療、教育又は雇用に関連する職務に従事

する者その他の関係者（以下「関係機関等」という。）により構成さ

れる自立支援協議会（以下「自立支援協議会」という。）を設けると

ともに、その在り方を明確に示すことが必要である。 

その際、自立支援協議会は、関係機関等が相互の連絡を図ることに

より、地域における障害者等への支援体制に関する課題について情報

を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地域の実情に

応じた体制の整備について協議する場であることに留意する必要が

ある。例えば、障害児支援においては、障害児のライフステージに応

じた適切な相談支援が行えるよう、一つの支援機関だけがニーズを抱

え込まないように、関係機関のネットワークの在り方、地域支援体制

の中軸となる相談支援体制の在り方について協議する場であること

に留意する必要がある。 

第二 障害福祉計画の作成に関する事項 

一 障害福祉計画の作成に関する基本的事項 

１ 作成に当たって留意すべき基本的事項 

第一の一に掲げる障害福祉計画の基本的理念を踏まえるととも

に、数値目標の達成に向けて実効性のあるものとするため、次に掲

げる点に配慮して作成を進めることが適当である。 

㈠ 障害者等の参加 

活又は社会生活を営むためには、障害福祉サービスの提供体制の確保

とともに、これらのサービスの適切な利用を支える相談支援体制の構

築が不可欠である。このため、地域の実情に応じ、適切な相談支援が

実施できる体制の整備を図るとともに、相談支援事業を適切かつ効果

的に実施するため、事業者、雇用、教育、医療等の関連する分野の関

係者からなる地域自立支援協議会（以下「地域自立支援協議会」とい

う。）を設けるとともに、その在り方を明確に示すことが必要である

。 

 

 

その際、地域自立支援協議会は、関係者が抱える個々のケースに基

づき、地域の課題について情報を共有しながら具体的に協議する場で

あることに留意する必要がある。例えば、障害児支援においては、障

害児のライフステージに応じた適切な相談支援が行えるよう、一つの

支援機関だけがニーズを抱え込まないように、関係機関のネットワー

クの在り方、地域支援体制の中軸となる相談支援体制の在り方につい

て協議する場であることに留意する必要がある。 

 

 

第二 障害福祉計画の作成に関する事項 

一 障害福祉計画の作成に関する基本的事項 

１ 作成に当たって留意すべき基本的事項 

第一の一に掲げる障害福祉計画の基本的理念を踏まえるととも

に、数値目標の達成に向けて実効性のあるものとするため、次に掲

げる点に配慮して作成を進めることが適当である。 

㈠ 障害者等の参加 



障害福祉計画の作成に当たっては、サービスを利用する障害者

等のニーズの把握に努めるほか、障害者等の意見を反映させるた

めに必要な措置を講ずるよう努めることが必要である。 

㈡ 地域社会の理解の促進 

グループホーム等の設置等サービスの基盤整備に当たっては、

障害及び障害者等に対する地域社会の理解が不可欠であり、障害

福祉計画の作成に当たっては、自立支援協議会の活用のほか、障

害者等を始め地域住民、企業等の参加を幅広く求めるほか、啓発

・広報活動を積極的に進める。 

㈢ 総合的な取組 

障害者等の地域生活への移行、就労支援等の推進に当たっては

、障害保健福祉の観点からのみならず、雇用、教育、医療等の分

野を超えた総合的な取組が不可欠であり、公共職業安定所、特別

支援学校等の行政機関、企業、医療機関等の関連する機関の参加

を求め、数値目標の共有化、地域ネットワークの強化等を進める

。 

２ 平成二十六年度の数値目標の設定 

障害者等の自立支援の観点から、地域生活移行や就労支援といっ

た課題に対応するため、障害福祉計画において必要な障害福祉サー

ビスの量を見込むに当たっては、平成二十六年度を目標年度として

、次に掲げる事項について、それぞれの数値目標を設定することが

適当である。また、数値目標の設定に当たっては、これまでの取組

を更に推進するものとなるよう、第一期計画及び第二期計画の実績

及び地域の実情を踏まえて、設定することが適当である。 

㈠ 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

地域生活への移行を進める観点から、平成十七年十月一日時点

障害福祉計画の作成に当たっては、サービスを利用する障害者

等のニーズを適切に把握するほか、障害者等の意見を反映させる

ために必要な措置を講ずる。 

㈡ 地域社会の理解の促進 

グループホーム等の設置等サービスの基盤整備に当たっては、

障害及び障害者等に対する地域社会の理解が不可欠であり、障害

福祉計画の作成に当たっては、障害者等を始め地域住民、企業等

の参加を幅広く求めるほか、啓発・広報活動を積極的に進める。 

 

㈢ 総合的な取組 

障害者等の地域生活への移行、就労支援等の推進に当たっては

、障害保健福祉の観点からのみならず、雇用、教育、医療等の分

野を超えた総合的な取組が不可欠であり、公共職業安定所、特別

支援学校等の行政機関、企業、医療機関等の関連する機関の参加

を求め、数値目標の共有化、地域ネットワークの強化等を進める

。 

２ 平成二十三年度の数値目標の設定 

障害者等の自立支援の観点から、地域生活移行や就労支援といっ

た課題に対応するため、障害福祉計画において必要な障害福祉サー

ビスの量を見込むに当たっては、これらの課題に関し、福祉施設が

新しいサービス体系への移行を完了する平成二十三年度を目標年

度として、次に掲げる事項について、それぞれの数値目標を設定す

ることが適当である。 

 

㈠ 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

地域生活への移行を進める観点から、第一期障害福祉計画の作



において、福祉施設に入所している障害者（以下「施設入所者」

という。）のうち、今後、自立訓練事業等を利用し、グループホ

ーム、ケアホーム、一般住宅等に移行する者の数を見込み、その

上で、平成二十六年度末における地域生活に移行する者の数値目

標を設定する。当該数値目標の設定に当たっては、平成十七年十

月一日時点の施設入所者数の三割以上が地域生活へ移行するこ

ととするとともに、これにあわせて平成二十六年度末の施設入所

者数を平成十七年十月一日時点の施設入所者数から一割以上削

減することを基本とする。 

 

なお、施設入所者数の設定に当たっては、新たに施設へ入所す

る者の数は、ケアホーム等での対応が困難な者等、施設入所が真

に必要と判断される者の数を踏まえて設定すべきものであるこ

とに留意する必要がある。また、整備法による改正前の児童福祉

法（昭和二十二年法律第百六十四号）の規定により、指定知的障

害児施設等に入所していた者（十八歳以上の者に限る。）につい

て、当該指定知的障害児施設等において、法に基づく指定障害者

支援施設等の指定を受けて、引き続き入所している者がいる施設

を除いて設定するものとする。 

㈡ 入院中の精神障害者の地域生活への移行 

 

 

【検討中】 

※ 内容によって、基本指針中「退院可能精神障害者」等の用語につい

て、改正が必要となる可能性がある。 

 

成時点（以下「第一期計画時点」という。）において、福祉施設

に入所している障害者（以下「施設入所者」という。）のうち、

今後、自立訓練事業等を利用し、グループホーム、ケアホーム、

一般住宅等に移行する者の数を見込み、その上で、平成二十三年

度末における地域生活に移行する者の数値目標を設定する。当該

数値目標の設定に当たっては、第一期計画時点の施設入所者数の

一割以上が地域生活へ移行することとするとともに、これにあわ

せて平成二十三年度末の施設入所者数を第一期計画時点の施設

入所者数から七％以上削減することを基本としつつ、地域の実情

に応じて目標を設定することが望ましい。 

なお、施設入所者数の設定に当たっては、新たに施設へ入所す

る者の数は、ケアホーム等での対応が困難な者等、施設入所が真

に必要と判断される者の数を踏まえて設定すべきものであるこ

とに留意する必要がある。 

 

 

 

 

 

㈡ 入院中の精神障害者の地域生活への移行 

平成二十四年度までに受入れ条件が整えば退院可能な精神障

害者（以下「退院可能精神障害者」という。）が退院することを

目指し、そのために必要な自立訓練事業等の必要量を見込み、平

成二十三年度末までの退院可能精神障害者数の減少目標値（平成

十四年度における退院可能精神障害者数に基づき市町村及び都

道府県が定める数）を設定する。これとともに、医療計画（医療



 

 

 

 

 

 

 

 

㈢ 福祉施設から一般就労への移行等 

福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて、平成

二十六年度中に一般就労に移行する者の数値目標を設定する。目

標の設定に当たっては、平成十七年度の一般就労への移行実績の

四倍以上とすることが望ましい。また、福祉施設における就労支

援を強化する観点から、平成二十六年度末における福祉施設の利

用者のうち、二割以上の者が就労移行支援事業を利用するととも

に、平成二十六年度末において、就労継続支援事業の利用者のう

ち三割は就労継続支援（Ａ型）事業を利用することを目指す。 

 

これらの数値目標を達成するため、市町村及び都道府県の障害

保健福祉担当部局は、都道府県の労働担当部局、教育委員会等の

教育担当部局、都道府県労働局等の関係機関等との連携体制を整

備することが必要である。 

その際、都道府県ごとに、就労支援の関係者からなる障害者雇

用支援合同会議を設け、障害福祉計画の数値目標の達成に向けた

取組の推進等、統一的に施策を進めていくことが考えられる。 

なお、将来的には、各都道府県が定める障害保健福祉圏域（以

法（昭和二十三年法律第二百五号）第三十条の三第一項に規定す

る医療計画をいう。以下同じ。）における基準病床数の見直しを

進める。 

さらに、都道府県においては、「精神障害者地域移行支援特別

対策事業」（平成二十年五月三十日付け障発第〇五三〇〇〇一号

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知により実施する事

業をいう。以下同じ。）による平成二十三年度末までの退院者数

の目標値を定める。 

㈢ 福祉施設から一般就労への移行等 

福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて、平成

二十三年度中に一般就労に移行する者の数値目標を設定する。目

標の設定に当たっては、第一期計画時点の一般就労への移行実績

の四倍以上とすることが望ましい。また、福祉施設における就労

支援を強化する観点から、平成二十三年度までに第一期計画時点

の福祉施設の利用者のうち、二割以上の者が就労移行支援事業を

利用するとともに、平成二十三年度末において、就労継続支援事

業の利用者のうち三割は就労継続支援（Ａ型）事業を利用するこ

とを目指す。 

これらの数値目標を達成するため、市町村及び都道府県の障害

保健福祉担当部局は、都道府県の労働担当部局、教育委員会等の

教育担当部局、都道府県労働局等の関係機関等との連携体制を整

備することが必要である。 

その際、都道府県ごとに、就労支援の関係者からなる障害者雇

用支援合同会議を設け、障害福祉計画の数値目標の達成に向けた

取組の推進等、統一的に施策を進めていくことが考えられる。 

なお、将来的には、各都道府県が定める障害保健福祉圏域（以



下「圏域」という。）ごとに同様の取組を行うことが望ましい。

また、これらに加えて、就労支援について、障害保健福祉施策

と労働施策の双方から重層的に取り組むため、都道府県の障害保

健福祉担当部局は、都道府県の労働担当部局及び都道府県労働局

と連携して、別表第一の上欄に掲げる事項について、平成二十六

年度の数値目標を設定して取り組むことが適当である。 

なお、福祉施設から一般就労への移行等のみならず、離職者の

再チャレンジを促すような支援や、特別支援学校卒業者に対する

就職の支援、障害者に対して一般就労や雇用支援策に関する理解

の促進を図ること等、障害者雇用全体についての取組を併せて進

めることが望ましい。 

さらに、都道府県が「工賃倍増五か年計画」（平成十九年七月

六日付け障発第〇七〇六〇〇四号厚生労働省社会・援護局障害保

健福祉部長通知に基づき作成された計画をいう。）を作成した場

合は、平成二十三年度の目標工賃等の概要について都道府県障害

福祉計画（法第八十九条第一項に規定する都道府県障害福祉計画

をいう。以下同じ。）上に記載し、周知を図ることが適当である

。 

また、「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について

」（平成二十二年六月二十九日閣議決定）において、「国及び地

方公共団体における物品、役務等の調達に関し、適正で効率的な

調達の実施という現行制度の考え方の下で、障害者就労施設等に

対する発注拡大に努める」とされていること等、官公需に係る福

祉施設の受注機会の拡大が求められていることから、障害福祉計

画において、官公需に係る福祉施設の受注機会の拡大について記

載し、取組を進めることが望ましい。 

下「圏域」という。）ごとに同様の取組を行うことが望ましい。 

また、これらに加えて、就労支援について、障害保健福祉施策

と労働施策の双方から重層的に取り組むため、都道府県の障害保

健福祉担当部局は、都道府県の労働担当部局及び都道府県労働局

と連携して、別表第一の上欄に掲げる事項について、平成二十三

年度の数値目標を設定して取り組むことが適当である。 

なお、福祉施設から一般就労への移行等のみならず、離職者の

再チャレンジを促すような支援や、特別支援学校卒業者に対する

就職の支援、障害者に対して一般就労や雇用支援策に関する理解

の促進を図ること等、障害者雇用全体についての取組を併せて進

めることが望ましい。 

さらに、都道府県が「工賃倍増五か年計画」（平成十九年七月

六日付け障発第〇七〇六〇〇四号厚生労働省社会・援護局障害保

健福祉部長通知に基づき作成された計画をいう。）を作成した場

合は、平成二十三年度の目標工賃等の概要について都道府県障害

福祉計画（法第八十九条第一項に規定する都道府県障害福祉計画

をいう。以下同じ。）上に記載し、周知を図ることが適当である

。 

また、福祉施設等における障害者の雇用の確保について、「重

点施策実施五か年計画」（平成十九年十二月二十五日障害者施策

推進本部決定）において、「国は、公共調達における競争性及び

公共性の確保に留意しつつ、福祉施設等の受注機会の増大に努め

ること」とされていること、地方自治法施行令（昭和二十二年政

令第十六号）の改正により、随意契約が可能な場合として、地方

公共団体が障害者支援施設等から役務の提供を受ける契約を追

加したこと等、官公需に係る福祉施設の受注機会の拡大が求めら



 

 

 

３ 障害福祉計画の作成のための体制の整備 

障害福祉計画の作成に当たっては、障害者等を始め幅広い関係者

の参加を求めて意見の集約の場を設けるとともに、①市町村及び都

道府県の関係部局相互間の連携、②市町村、都道府県相互間の連携

を図るための体制の整備を図ることが必要である。 

㈠ 障害福祉計画作成委員会等の開催 

障害福祉計画を地域の実情に即した実効性のある内容のもの

とするためには、サービスを利用する障害者等を始め、事業者、

雇用、教育、医療等の幅広い関係者の意見を反映することが必要

である。このため、こうした幅広い分野の関係者から構成される

障害福祉計画作成委員会（以下「作成委員会」という。）等意見

集約の場を設けることが考えられる。この場合において、法第八

十八条第六項及び第八十九条第五項においては、自立支援協議会

を設置している場合には、その意見を聴くよう努めなければなら

ないとされていることから、同協議会を活用することも考えられ

る。また、法第八十八条第七項及び第八十九条第六項においては

、障害者基本法第三十四条に基づく地方障害者施策推進協議会を

設置している場合には、その意見を聴かなければならないとされ

ていることから、同協議会を活用することも考えられる。 

㈡ 市町村及び都道府県の関係部局相互間の連携 

障害福祉計画の作成に当たっては、労働担当部局、保健衛生担

当部局、地域振興担当部局、住宅政策担当部局等の関係部局及び

教育委員会等の教育担当部局並びに都道府県労働局等の関係機

れていることから、障害福祉計画において、官公需に係る福祉施

設の受注機会の拡大について記載し、取組を進めることが望まし

い。 

３ 障害福祉計画の作成のための体制の整備 

障害福祉計画の作成に当たっては、障害者等を始め幅広い関係者

の参加を求めて意見の集約の場を設けるとともに、①市町村及び都

道府県の関係部局相互間の連携、②市町村、都道府県相互間の連携

を図るための体制の整備を図ることが必要である。 

㈠ 障害福祉計画作成委員会等の開催 

障害福祉計画を地域の実情に即した実効性のある内容のもの

とするためには、サービスを利用する障害者等を始め、事業者、

雇用、教育、医療等の幅広い関係者の意見を反映することが必要

である。このため、こうした幅広い分野の関係者から構成される

障害福祉計画作成委員会（以下「作成委員会」という。）等意見

集約の場を設けることが考えられる。この場合において、法第八

十八条第六項及び第八十九条第五項においては、障害者基本法第

三十四条に基づく地方障害者施策推進協議会を設置している場

合には、その意見を聴かなければならないとされていることから

、同協議会を活用することも考えられる。 

 

 

 

㈡ 市町村及び都道府県の関係部局相互間の連携 

障害福祉計画の作成に当たっては、労働担当部局、保健衛生担

当部局、地域振興担当部局、住宅政策担当部局等の関係部局及び

教育委員会等の教育担当部局並びに都道府県労働局等の関係機



関と連携して作業に取り組む体制を整備し、協力して作成するこ

とが必要である。 

㈢ 市町村と都道府県との間の連携 

市町村は、住民に最も身近な基礎的な自治体として、法の実施

に関して一義的な責任を負っており、これに伴って、都道府県は

、市町村の方針を尊重しつつ、市町村の行う事業が適正かつ円滑

に実施されるよう、市町村に対する支援を行うことが求められる

。特に、障害福祉サービスを提供するための福祉施設の整備等に

関しては、広域的調整を図る役割を有している。 

このため、障害福祉計画の作成に当たっては、市町村と都道府

県との間で密接な連携を図ることが必要であり、市町村は、都道

府県による広域的調整との整合性を図るため、都道府県と意見を

交換することが必要である。また、都道府県は、地域の実情に応

じた障害福祉サービスの提供体制の整備を進める観点から、都道

府県としての基本的考え方を示すとともに、圏域を単位として広

域的な調整を進めるために、関係市町村との協議の場を設ける等

、適切な支援を行うことが望ましい。 

４ 障害者等のサービスの利用実態及びニーズの把握 

障害福祉サービスの必要な量を見込む等の際は、地域における障

害者等の実情及びニーズを把握するよう努めることが必要である。

このため、現在のサービスの利用実態について分析を行うととも

に、地域の実情に応じ、アンケート、ヒアリング等によるニーズ調

査等を行うことが適当である。なお、ニーズ調査等については、郵

送によるアンケート、障害種別・年齢別に対象者を選択してのヒア

リング、障害者関係団体からのヒアリング等様々な方法が考えられ

るが、地域の実情、作業日程等を勘案しつつ、適切な方法により実

関と連携して作業に取り組む体制を整備し、協力して作成するこ

とが必要である。 

㈢ 市町村と都道府県との間の連携 

市町村は、住民に最も身近な基礎的な自治体として、法の実施

に関して一義的な責任を負っており、これに伴って、都道府県は

、市町村の方針を尊重しつつ、市町村の行う事業が適正かつ円滑

に実施されるよう、市町村に対する支援を行うことが求められる

。特に、障害福祉サービスを提供するための福祉施設の整備等に

関しては、広域的調整を図る役割を有している。 

このため、障害福祉計画の作成に当たっては、市町村と都道府

県との間で密接な連携を図ることが必要であり、市町村は、都道

府県による広域的調整との整合性を図るため、都道府県と意見を

交換することが必要である。また、都道府県は、地域の実情に応

じた障害福祉サービスの提供体制の整備を進める観点から、都道

府県としての基本的考え方を示すとともに、圏域を単位として広

域的な調整を進めるために、関係市町村との協議の場を設ける等

、適切な支援を行うことが望ましい。 

４ 障害者等のサービスの利用実態及びニーズの把握 

障害福祉サービスの必要な量を見込む等の際は、地域における障

害者等の実情及びニーズを的確に把握することが必要である。 

このため、現在のサービスの利用実態について分析を行うととも

に、地域の実情に応じ、アンケート、ヒアリング等によるニーズ調

査を行うことが適当である。なお、ニーズ調査については、郵送に

よるアンケート、障害種別・年齢別に対象者を選択してのヒアリン

グ、障害者関係団体からのヒアリング等様々な方法が考えられるが

、地域の実情、作業日程等を勘案しつつ、適切な方法により実施す



施することが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

５ 区域の設定 

都道府県障害福祉計画においては、指定障害福祉サービス（法第

二十九条第一項に規定する指定障害福祉サービスをいう。以下同じ

。）、指定地域相談支援（法第五十一条の十四第一項に規定する指

定地域相談支援をいう。以下同じ。）又は指定計画相談支援（法第

五十一条の十七第二項に規定する指定計画相談支援をいう。以下同

じ。）の種類ごとの量の見込みを定める単位となる区域（法第八十

九条第二項第一号に規定する都道府県が定める区域をいう。以下同

じ。）を定めるものとされており、各都道府県は、他のサービスと

の連携を図る観点から、圏域を標準として当該区域を定めることが

必要である。 

６ 住民の意見の反映 

障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ

、障害者等を含む地域住民の意見を反映させるために必要な措置を

講ずるよう努めることが必要である。この場合、作成委員会等の設

置に際して、公募その他の適切な方法による地域住民の参画、イン

ターネット等の活用によるパブリックコメントの実施、公聴会（タ

ウンミーティング）の開催、アンケートの実施等様々な手段により

ることが考えられる。 

５ 事業者の新体系への移行希望の把握 

法により障害福祉サービス体系が新しいサービス体系に再編さ

れることに伴い、必要に応じて都道府県が中心となって、いまだ新

しいサービス体系へ移行していない事業者に対して調査等を行い、

新しいサービス体系への移行内容、移行時期等について把握するも

のとする。この場合、市町村は、その実施に当たって協力すること

が適当である。 

６ 区域の設定 

都道府県障害福祉計画においては、指定障害福祉サービス（法第

二十九条第一項に規定する指定障害福祉サービスをいう。以下同じ

。）又は指定相談支援（法第三十二条第一項に規定する指定相談支

援をいう。以下同じ。）の種類ごとの量の見込みを定める単位とな

る区域（法第八十九条第二項第一号に規定する都道府県が定める区

域をいう。以下同じ。）を定めるものとされており、各都道府県は

、他のサービスとの連携を図る観点から、圏域を標準として当該区

域を定めることが必要である。 

 

 

７ 住民の意見の反映 

障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ

、障害者等を含む地域住民の意見を反映させるために必要な措置を

講ずることが必要である。この場合、作成委員会等の設置に際して

、公募その他の適切な方法による地域住民の参画、インターネット

等の活用によるパブリックコメントの実施、公聴会（タウンミーテ

ィング）の開催、アンケートの実施等様々な手段により実施するこ



実施することが考えられる。 

なお、平成二十四年三月三十一日までに障害福祉計画を定め、又

は変更しようとするときは、地域住民の意見を反映させるために必

要な措置を講ずることが必要である旨に留意する必要がある。また

、同年四月一日以降についても、できる限り何らかの手段により地

域住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずることが望ま

しい。 

７ 他の計画との関係 

障害福祉計画は、障害者計画（障害者基本法第十一条第二項に規

定する都道府県障害者計画及び同条第三項に規定する市町村障害

者計画をいう。）、地域福祉計画（社会福祉法（昭和二十六年法律

第四十五号）第百七条に規定する市町村地域福祉計画及び同法第百

八条に規定する都道府県地域福祉支援計画をいう。）、医療計画そ

の他の法律の規定による計画であって障害者等の福祉に関する事

項を定めるものと調和が保たれたものとすることが必要である。 

 

 

 

 

二 市町村障害福祉計画の作成に関する事項 

市町村障害福祉計画（法第八十八条第一項に規定する市町村障害福

祉計画をいう。以下同じ。）において定める事項は、次の１の㈠とし

、定めるよう努めなければならない事項については、その他の事項と

する。また、それぞれの事項の内容は別表第二に掲げるものとする。

１ 各年度における指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指

定計画相談支援の種類ごとの必要な量の見込み及びその見込量の

とが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

８ 他の計画との関係 

障害福祉計画は、障害者計画（障害者基本法第十一条第二項に規

定する都道府県障害者計画及び同条第三項に規定する市町村障害

者計画をいう。）、地域福祉計画（社会福祉法（昭和二十六年法律

第四十五号）第百七条に規定する市町村地域福祉計画及び同法第百

八条に規定する都道府県地域福祉支援計画をいう。）、医療計画そ

の他の法律の規定による計画であって障害者等の福祉に関する事

項を定めるものと調和が保たれたものとすることが必要である。 

また、市町村障害福祉計画（法第八十八条第一項に規定する市町

村障害福祉計画をいう。以下同じ。）については、地方自治法（昭

和二十二年法律第六十七号）第二条第四項に規定する市町村の基本

構想に即したものとすることが必要である。 

二 市町村障害福祉計画の作成に関する事項 

市町村障害福祉計画において定める事項は、次に掲げる事項その他

の別表第二に掲げる事項とする。 

 

 

１ 各年度における指定障害福祉サービス又は指定相談支援の種類

ごとの必要な量の見込み及びその見込量の確保のための方策 



確保のための方策 

㈠  各年度における指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は

指定計画相談支援の種類ごとの必要な量の見込み 

平成二十六年度までの各年度における指定障害福祉サービス、

指定地域相談支援又は指定計画相談支援の種類ごとの実施に関

する考え方及び必要な量の見込みを定める。 

その際には、別表第三を参考としつつ、現在の利用実績等に関

する分析、障害者等のサービスの利用に関する意向等を勘案しつ

つ、地域の実情を踏まえて設定することが適当である。 

 

㈡ 指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支

援の種類ごとの必要な見込量の確保のための方策 

指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支

援の事業を行う者の確保に関する方策を定める。 

この場合において、指定障害福祉サービス、指定地域相談支援

又は指定計画相談支援の事業を行う意向を有する事業者の把握

に努めた上で、広く情報提供を行う等により多様な事業者の参入

を促進する等の工夫を図ることが適当である。 

特に、訪問系サービスについては、障害者等の地域生活を支え

る基本事業であるため、各市町村において事業を実施する事業所

を最低一か所確保できるよう努める必要がある。また、指定計画

相談支援の事業を行う事業所についてもその確保に努める必要

がある。なお、小規模町村等において訪問系サービス事業所を確

保できない場合は、介護保険制度における訪問介護事業所や居宅

介護支援事業所に対して、法に基づく居宅介護事業所としての指

定を取るよう促すなどの工夫が必要である。 

 

㈠  各年度における指定障害福祉サービス又は指定相談支援の種

類ごとの必要な量の見込み 

平成二十三年度までの各年度における指定障害福祉サービス

又は指定相談支援の種類ごとの実施に関する考え方及び必要な

量の見込みを定める。 

その際には、別表第三を参考としつつ、現在の利用実績等に関

する分析、障害者等のサービスの利用に関する意向、事業者の新

体系への移行希望等を勘案しつつ、地域の実情を踏まえて設定す

ることが適当である。 

㈡ 指定障害福祉サービス又は指定相談支援の種類ごとの必要な

見込量の確保のための方策 

指定障害福祉サービス又は指定相談支援の事業を行う者の確

保に関する方策を定める。 

この場合において、指定障害福祉サービス援又は指定相談支援

の事業を行う意向を有する事業者の把握に努めた上で、広く情報

提供を行う等により多様な事業者の参入を促進する等の工夫を

図ることが適当である。 

特に、訪問系サービスについては、障害者等の地域生活を支え

る基本事業であるため、各市町村において事業を実施する事業所

を最低一か所確保できるよう努める必要がある。また、指定相談

支援の事業を行う事業所についてもその確保に努める必要があ

る。なお、小規模町村等において訪問系サービスや相談支援を行

う事業所を確保できない場合は、介護保険制度における訪問介護

事業所や居宅介護支援事業所に対して、法に基づく居宅介護事業

所としての指定を取るよう促すなどの工夫が必要である。 



㈢  圏域単位を標準とした指定障害福祉サービスの見通し及び計

画的な基盤整備の方策 

施設入所者や退院可能精神障害者の地域生活への移行その他

地域における課題を踏まえ、これらの課題への対応が立ち後れて

いる市町村においては、必要となる指定障害福祉サービスの基盤

整備を着実に行うために都道府県との協働により計画的に指定

障害福祉サービスの基盤整備を行うことが必要である。 

このため、このような市町村においては、都道府県が第二の三

の１の㈢によりサービスの種類及び量の見通し並びに整備計画

を作成する際には、協働により作成作業を行うとともに、当該整

備計画等において関連する内容を市町村障害福祉計画に反映す

ることが必要である。 

２ 市町村の地域生活支援事業の実施に関する事項 

市町村の地域生活支援事業の実施に関して、地域の実情に応じて

、次の事項を定める。 

㈠ 実施する事業の内容 

㈡ 各年度における事業の種類ごとの実施に関する考え方及び量

の見込み 

㈢ 各事業の見込量の確保のための方策 

㈣ その他実施に必要な事項 

三 都道府県障害福祉計画の作成に関する事項 

都道府県障害福祉計画において定める事項は、次の１の㈠及び２と

し、定めるよう努めなければならない事項については、その他の事項

とする。また、それぞれの事項の内容は別表第四に掲げるものとする

。 

１ 区域ごとの各年度の指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又

㈢  圏域単位を標準とした指定障害福祉サービスの見通し及び計

画的な基盤整備の方策 

施設入所者や退院可能精神障害者の地域生活への移行その他

地域における課題を踏まえ、これらの課題への対応が立ち後れて

いる市町村においては、必要となる指定障害福祉サービスの基盤

整備を着実に行うために都道府県との協働により計画的に指定

障害福祉サービスの基盤整備を行うことが必要である。 

このため、このような市町村においては、都道府県が第二の三

の１の㈢によりサービスの種類及び量の見通し並びに整備計画

を作成する際には、協働により作成作業を行うとともに、当該整

備計画等において関連する内容を市町村障害福祉計画に反映す

ることが必要である。 

２ 市町村の地域生活支援事業の実施に関する事項 

市町村の地域生活支援事業の実施に関して、地域の実情に応じて

、次の事項を定める。 

㈠ 実施する事業の内容 

㈡ 各年度における事業の種類ごとの実施に関する考え方及び量

の見込み 

㈢ 各事業の見込量の確保のための方策 

㈣ その他実施に必要な事項 

三 都道府県障害福祉計画の作成に関する事項 

都道府県障害福祉計画において定める事項は、次に掲げる事項その

他の別表第四に掲げる事項とする。 

 

 

１ 区域ごとの各年度の指定障害福祉サービス又は指定相談支援の



は指定計画相談支援の種類ごとの必要な量の見込み及びその見込

量の確保のための方策 

㈠ 各年度における指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は

指定計画相談支援の種類ごとの必要な量の見込み 

区域ごとに平成二十六年度までの各年度における指定障害福

祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援の種類ごと

の実施に関する考え方及び必要な量の見込みを定める。 

その際には、市町村障害福祉計画における数値を区域ごとに集

計したものを基本として、これを更に都道府県全域で集計した結

果が、都道府県障害福祉計画における見込みの数値と整合性がと

れるよう、都道府県は、市町村と調整することが必要である。 

また、法施行以前に、障害福祉サービスが未実施であった市町

村におけるサービスの確保や、新たに創設された指定地域相談支

援又は指定計画相談支援等の確保に留意することが必要である。

㈡ 指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支

援の種類ごとの必要な見込量の確保のための方策 

指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支

援の事業を行う者の確保に関する方策を定める。 

この場合において、指定障害福祉サービス、指定地域相談支援

又は指定計画相談支援の事業を行う意向を有する事業者の把握

に努めた上で、広く情報提供を行う等により多様な事業者の参入

を促進する等の工夫を図ることが適当である。 

㈢ 圏域単位を標準とした指定障害福祉サービスの見通し及び計

画的な基盤整備の方策 

施設入所者や退院可能精神障害者の地域生活への移行その他

地域における課題を踏まえ、これらの課題への対応が立ち後れて

種類ごとの必要な量の見込み及びその見込量の確保のための方策 

 

㈠ 各年度における指定障害福祉サービス又は指定相談支援の種

類ごとの必要な量の見込み 

区域ごとに平成二十三年度までの各年度における指定障害福

祉サービス又は指定相談支援の種類ごとの実施に関する考え方

及び必要な量の見込みを定める。 

その際には、市町村障害福祉計画における数値を区域ごとに集

計したものを基本として、これを更に都道府県全域で集計した結

果が、都道府県障害福祉計画における見込みの数値と整合性がと

れるよう、都道府県は、市町村と調整することが必要である。 

また、法施行以前に、障害福祉サービスが未実施であった市町

村におけるサービスの確保や、立ち後れている精神障害者に対す

るサービスの充実に留意することが必要である。 

㈡ 指定障害福祉サービス又は指定相談支援の種類ごとの必要な

見込量の確保のための方策 

指定障害福祉サービス又は指定相談支援の事業を行う者の確

保に関する方策を定める。 

この場合において、指定障害福祉サービス又は指定相談支援の

事業を行う意向を有する事業者の把握に努めた上で、広く情報提

供を行う等により多様な事業者の参入を促進する等の工夫を図

ることが適当である。 

㈢ 圏域単位を標準とした指定障害福祉サービスの見通し及び計

画的な基盤整備の方策 

施設入所者や退院可能精神障害者の地域生活への移行その他

地域における課題を踏まえ、これらの課題への対応が立ち後れて



いる地域においては、必要となる指定障害福祉サービスの基盤整

備を着実に行うために都道府県と市町村が協働により計画的に

指定障害福祉サービスの基盤整備を行うことが必要である。 

このため、このような地域においては、圏域単位を標準として

、地域における課題を整理した上で、平成二十六年度において障

害者等の支援に必要となる指定障害福祉サービスの種類及び量

の見通しを明らかにすることが必要である。加えて、当該見通し

を達成するために新たに必要となる指定障害福祉サービスを実

施する事業所数（訪問系サービスを実施する事業所数を除く。以

下同じ。）を見込むとともに、年次ごとの事業所の整備計画（以

下「整備計画」という。）を作成することが必要である。なお、

サービスの種類及び量の見通し並びに整備計画の作成に当たっ

ては、別表第四に掲げる事項に留意しつつ作成することが必要で

ある。また、作成された整備計画等の内容は、関係する市町村障

害福祉計画に反映し、都道府県と市町村が一体的に取り組むこと

が必要である。 

㈣ 退院可能精神障害者の地域生活への移行促進 

退院可能精神障害者の地域生活への移行を促進するため、法に

基づく地域移行支援及び地域定着支援等の着実な実施を図ると

ともに、平成二十四年度から平成二十六年度までの各年度の退院

者数の目標値を設定し、当該目標値を踏まえ必要となる各年度の

指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援

の種類ごとの量の見込みを定める。 

 

２ 各年度の指定障害者支援施設の必要入所定員総数 

平成二十六年度までの各年度における指定障害者支援施設（法第

いる地域においては、必要となる指定障害福祉サービスの基盤整

備を着実に行うために都道府県と市町村が協働により計画的に

指定障害福祉サービスの基盤整備を行うことが必要である。 

このため、このような地域においては、圏域単位を標準として

、地域における課題を整理した上で、平成二十三年度において障

害者等の支援に必要となる指定障害福祉サービスの種類及び量

の見通しを明らかにすることが必要である。加えて、当該見通し

を達成するために新たに必要となる指定障害福祉サービスを実

施する事業所数（訪問系サービスを実施する事業所数を除く。以

下同じ。）を見込むとともに、年次ごとの事業所の整備計画（以

下「整備計画」という。）を作成することが必要である。なお、

サービスの種類及び量の見通し並びに整備計画の作成に当たっ

ては、別表第四に掲げる事項に留意しつつ作成することが必要で

ある。また、作成された整備計画等の内容は、関係する市町村障

害福祉計画に反映し、都道府県と市町村が一体的に取り組むこと

が必要である。 

㈣ 退院可能精神障害者の地域生活への移行促進 

退院可能精神障害者の地域生活への移行を促進するため、市町

村と協働して「精神障害者地域移行支援特別対策事業」を実施す

るとともに、本事業による平成二十三年度末までの退院者数の目

標値を踏まえ、平成二十一年度から平成二十三年度までの各年度

の退院者数の目標値を設定するとともに、当該目標値を踏まえ必

要となる各年度の指定障害福祉サービス又は指定相談支援の種

類ごとの量の見込みを定める。 

２ 各年度の指定障害者支援施設の必要入所定員総数 

平成二十三年度までの各年度における指定障害者支援施設（法第



二十九条第一項に規定する指定障害者支援施設をいう。以下同じ。

）の必要入所定員総数については、別表第三を参考としつつ、設定

することが適当である。 

３ 指定障害福祉サービス、指定地域相談支援及び指定計画相談支援

に従事する者の確保又は資質の向上並びに指定障害者支援施設の

施設障害福祉サービスの質の向上のために講ずる措置 

指定障害福祉サービス、指定地域相談支援、指定計画相談支援及

び指定障害者支援施設の施設障害福祉サービス（以下「指定障害福

祉サービス等」という。）の提供に当たって基本となるのは人材で

あり、国、都道府県、市町村及び指定障害福祉サービス等の事業者

は、指定障害福祉サービス等に係る人材の養成、提供されるサービ

スに対する第三者による評価、障害者等の権利擁護に向けた取組等

を総合的に推進することが重要である。こうした取組を効果的に実

施するためには、地域の実情に応じ、指定障害福祉サービス等の事

業者、雇用、教育、医療等の関連する分野の関係者等を含めた自立

支援協議会等のネットワークを構築し、関係者の連携の下、取組を

進めることが必要である。 

㈠ サービス提供に係る人材の研修 

人材の養成については、サービス提供に係る責任者及び専門職

員の養成のみならず、サービス提供に直接必要な担い手の確保を

含め、指定障害福祉サービス等に係る人材を質量ともに確保する

ことが重要である。 

法の下では、サービス提供に係る専門職員として、サービス管

理責任者及び相談支援専門員を、指定障害福祉サービス、指定地

域相談支援及び指定計画相談支援の事業者ごとに配置すること

としており、これらの者に対する研修を実施することとしている

二十九条第一項に規定する指定障害者支援施設をいう。以下同じ。

）の必要入所定員総数については、別表第三を参考としつつ、設定

することが適当である。 

３ 指定障害福祉サービス及び指定相談支援に従事する者の確保又

は資質の向上並びに指定障害者支援施設の施設障害福祉サービス

の質の向上のために講ずる措置 

指定障害福祉サービス、指定相談支援及び指定障害者支援施設の

施設障害福祉サービス（以下「指定障害福祉サービス等」という。

）の提供に当たって基本となるのは人材であり、国、都道府県、市

町村及び指定障害福祉サービス等の事業者は、指定障害福祉サービ

ス等に係る人材の養成、提供されるサービスに対する第三者による

評価、障害者等の権利擁護に向けた取組等を総合的に推進すること

が重要である。こうした取組を効果的に実施するためには、地域の

実情に応じ、指定障害福祉サービス等の事業者、雇用、教育、医療

等の関連する分野の関係者等を含めた地域自立支援協議会等のネ

ットワークを構築し、関係者の連携の下、取組を進めることが必要

である。 

㈠ サービス提供に係る人材の研修 

人材の養成については、サービス提供に係る責任者及び専門職

員の養成のみならず、サービス提供に直接必要な担い手の確保を

含め、指定障害福祉サービス等に係る人材を質量ともに確保する

ことが重要である。 

法の下では、サービス提供に係る専門職員として、サービス管

理責任者及び相談支援専門員を、指定障害福祉サービス及び指定

相談支援の事業者ごとに配置することとしており、これらの者に

対する研修を実施することとしている。また、サービスの直接の



。また、サービスの直接の担い手である居宅介護従業者の養成等

についても、重度訪問介護従業者養成研修等を実施することとし

ている。 

都道府県は、それぞれの研修を計画的に実施し、指定障害福祉

サービス等に係る人材の確保又は資質の向上に関する総合的な

施策に取り組むことが必要である。このため、都道府県は、研修

の実施方法、実施回数等を定めた研修計画を作成するとともに、

研修受講者の記録の管理等を行うことが必要である。 

㈡ 指定障害福祉サービス等の事業者に対する第三者の評価 

指定障害福祉サービス等の質の向上のための方策として、事業

者から提供されるサービスについて、第三者による評価を行うこ

とも考えられる。社会福祉法第七十八条において、社会福祉事業

の経営者は、自らその提供する福祉サービスの質の評価を行うこ

とその他の措置を講ずることにより、常に福祉サービスを受ける

者の立場に立って良質かつ適切な福祉サービスを提供するよう

努めなければならないこととされているところであり、都道府県

は、事業者の求めに応じて、適切な第三者評価が実施できるよう

な体制の整備を行い、第三者評価の制度を積極的に活用するよう

支援することが望ましい。 

㈢ 障害者等に対する虐待の防止 

障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法

律（平成二十三年法律第七十九号）の施行も踏まえ、指定障害福

祉サービス等の事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等の

ため、責任者を置く等の必要な体制を整備し、従業者に対して、

研修を実施する等の措置を講じなければならない。 

都道府県や市町村においては、自立支援協議会を活用すること

担い手である居宅介護従業者の養成等についても、重度訪問介護

従業者養成研修等を実施することとしている。 

都道府県は、それぞれの研修を計画的に実施し、指定障害福祉

サービス等に係る人材の確保又は資質の向上に関する総合的な

施策に取り組むことが必要である。このため、都道府県は、研修

の実施方法、実施回数等を定めた研修計画を作成するとともに、

研修受講者の記録の管理等を行うことが必要である。 

 

㈡ 指定障害福祉サービス等の事業者に対する第三者の評価 

指定障害福祉サービス等の質の向上のための方策として、事業

者から提供されるサービスについて、第三者による評価を行うこ

とも考えられる。社会福祉法第七十八条において、社会福祉事業

の経営者は、自らその提供する福祉サービスの質の評価を行うこ

とその他の措置を講ずることにより、常に福祉サービスを受ける

者の立場に立って良質かつ適切な福祉サービスを提供するよう

努めなければならないこととされているところであり、都道府県

は、事業者の求めに応じて、適切な第三者評価が実施できるよう

な体制の整備を行い、第三者評価の制度を積極的に活用するよう

支援することが望ましい。 

㈢ 障害者等に対する虐待の防止 

指定障害福祉サービス等の事業者は、利用者の人権の擁護、虐

待の防止等のため、責任者を置く等の必要な体制を整備し、従業

者に対して、研修を実施する等の措置を講じるように努めること

が必要である。 

 

都道府県や市町村においては、地域自立支援協議会を活用する



等により、都道府県障害者権利擁護センター、市町村障害者虐待

防止センターを中心として、福祉事務所、児童相談所、精神保健

福祉センター、障害者及び障害児団体、学校、警察、法務局、司

法関係者、民生委員、児童委員、人権擁護委員等から成るネット

ワークの構築、障害者等に対する虐待の未然の防止、虐待が発生

した場合の迅速かつ適切な対応、再発の防止等について定めたマ

ニュアルの作成等虐待防止に向けたシステムの整備に取り組む

ことが重要である。 

また、市町村においては、住民等からの虐待に関する通報があ

った場合に、市町村障害者虐待対応協力者と協議の上、速やかに

障害者の安全の確認や事実確認を行うことができる体制を整備

しておくことが必要である。 

４ 都道府県の地域生活支援事業の実施に関する事項 

都道府県の地域生活支援事業の実施に関して、地域の実情に応じ

て、次の事項を定める。 

㈠ 実施する事業の内容 

㈡ 各年度における事業の種類ごとの実施に関する考え方及び量

の見込み 

㈢  各事業の見込量の確保のための方策 

㈣  その他実施に必要な事項 

四 その他 

１ 障害福祉計画の作成の時期 

第三期障害福祉計画は、平成二十四年度から平成二十六年度まで

の三年間における指定障害福祉サービス等の量の見込み等につい

て定めるものであることから、平成二十三年度中に作成することが

必要である。 

こと等により、福祉事務所、児童相談所、精神保健福祉センター

、障害者及び障害児団体、学校、警察、法務局、司法関係者、民

生委員、児童委員、人権擁護委員等から成るネットワークの構築

、障害者等に対する虐待の未然の防止、虐待が発生した場合の迅

速かつ適切な対応、再発の防止等について定めたマニュアルの作

成等虐待防止に向けたシステムの整備に取り組むことが重要で

ある。 

 

また、市町村においては、住民からの虐待に関する通報があっ

た場合にどのような対応を行うのか関係者の合意による対応シ

ステムについて検討しておくことが必要であり、例えば、そのた

めに地域自立支援協議会を活用することも想定される。 

４ 都道府県の地域生活支援事業の実施に関する事項 

都道府県の地域生活支援事業の実施に関して、地域の実情に応じ

て、次の事項を定める。 

㈠ 実施する事業の内容 

㈡ 各年度における事業の種類ごとの実施に関する考え方及び量

の見込み 

㈢  各事業の見込量の確保のための方策 

㈣  その他実施に必要な事項 

四 その他                                                     

   １ 障害福祉計画の作成の時期 

第二期障害福祉計画は、平成二十一年度から平成二十三年度まで

の三年間における指定障害福祉サービス等の量の見込み等につい

て定めるものであることから、平成二十年度中に作成することが必

要である。 



 

 

 

２ 障害福祉計画の期間及び見直しの時期 

障害福祉計画は、三年を一期として作成することとする。 

 

 

   

３ 障害福祉計画の達成状況の点検及び評価 

障害福祉計画は、各年度において、サービスの見込量のほか、地

域生活への移行が進んでいるか、一般就労への移行が進んでいるか

等の達成状況を点検、評価し、この結果に基づいて所要の対策を実

施することが必要である。 

４ 障害福祉計画の公表 

市町村は、市町村障害福祉計画を作成するときは、二の１の㈠に

係る部分については、あらかじめ都道府県の意見を聴くこととする

とともに、都道府県と市町村が一体的に取り組むことにより、指定

障害福祉サービスの基盤整備を着実に推進するため、その他の部分

についても調整を行うことが望ましい。また、市町村障害福祉計画

を定めた際には、遅滞なく公表するとともに、これを都道府県知事

に提出することが必要である。 

都道府県は、都道府県障害福祉計画を作成したときは、遅滞なく

公表するとともに、これを厚生労働大臣に提出することが必要であ

る。 

５ 障害児支援のための計画的な基盤整備 

都道府県及び市町村は、障害福祉計画の策定に併せて、児童福祉

なお、法附則第三条の規定により、第二期障害福祉計画期間中に

法の見直し等が行われ、それに伴い、策定された第二期障害福祉計

画を変更することがある。 

２ 障害福祉計画の期間及び見直しの時期 

障害福祉計画は、三年を一期として作成することとする。 

なお、第三期障害福祉計画については、平成二十三年度中に平成

二十四年度から平成二十六年度までを期間として作成することと

する。 

  ３ 障害福祉計画の達成状況の点検及び評価 

障害福祉計画は、各年度において、サービスの見込量のほか、地

域生活への移行が進んでいるか、一般就労への移行が進んでいるか

等の達成状況を点検、評価し、この結果に基づいて所要の対策を実

施することが必要である。 

４ 障害福祉計画の公表 

市町村は、市町村障害福祉計画を作成するときは、あらかじめ都

道府県の意見を聴くこととする。また、市町村障害福祉計画を定め

た際には、遅滞なく公表するとともに、これを都道府県知事に提出

することが必要である。 

 

 

 

都道府県は、都道府県障害福祉計画を作成したときは、遅滞なく

公表するとともに、これを厚生労働大臣に提出することが必要であ

る。 

 

 



法に基づく指定障害児通所支援事業者、指定障害児入所施設又は指

定障害児相談支援事業者の整備方針等障害児支援に係る方針を策

定することが望ましい。 

 

別表第一  福祉施設から一般就労への移行等に関する数値目標の設定 

事 項 内          容 

一 就労移行支援事

業の利用者数 

都道府県の障害保健福祉担当部局は、福祉施

設の利用者の一般就労への移行等の目標が達

成できるよう、平成二十六年度末における福祉

施設の利用者のうち、二割以上の者が就労移行

支援事業を利用することを目指す。 

二 公共職業安定所

経由による福祉施

設の利用者の就職

件数 

 都道府県の障害保健福祉担当部局は、都道府

県労働局と連携して、就労移行支援事業者等と

公共職業安定所との円滑な連携を促し、平成二

十六年度において、福祉施設から一般就労への

移行を希望するすべての者が公共職業安定所

の支援を受けて就職できる体制づくりを行う。

三 障害者の態様に

応じた多様な委託

訓練事業の受講者

数 

 都道府県の障害保健福祉担当部局は、都道府

県の労働担当部局及び都道府県労働局と連携

して、福祉施設から一般就労への移行を促進す

るため、平成二十六年度において、福祉施設か

ら一般就労へ移行する者のうち、必要な者がそ

の態様に応じた多様な委託訓練を受講するこ

とができるよう、その受講者の数値目標を設定

する。 

四 障害者試行雇用 都道府県の障害保健福祉担当部局は、都道府

 

 

 

 

別表第一  福祉施設から一般就労への移行等に関する数値目標の設定 

事 項 内          容 

一 就労移行支援事

業の利用者数 

都道府県の障害保健福祉担当部局は、福祉施

設の利用者の一般就労への移行等の目標が達

成できるよう、平成二十三年度までに現在の福

祉施設の利用者のうち、二割以上の者が就労移

行支援事業を利用することを目指す。 

二 公共職業安定所

経由による福祉施

設の利用者の就職

件数 

都道府県の障害保健福祉担当部局は、都道府

県労働局と連携して、就労移行支援事業者等と

公共職業安定所との円滑な連携を促し、平成二

十三年度において、福祉施設から一般就労への

移行を希望するすべての者が公共職業安定所

の支援を受けて就職できる体制づくりを行う。 

三 障害者の態様に

応じた多様な委託

訓練事業の受講者

数 

都道府県の障害保健福祉担当部局は、都道府

県の労働担当部局及び都道府県労働局と連携

して、福祉施設から一般就労への移行を促進す

るため、平成二十三年度において、福祉施設か

ら一般就労へ移行する者のうち、必要な者がそ

の態様に応じた多様な委託訓練を受講するこ

とができるよう、その受講者の数値目標を設定

する。 

四 障害者試行雇用  都道府県の障害保健福祉担当部局は、都道府



事業の開始者数 県労働局と連携して、福祉施設から一般就労へ

の移行を促進するため、平成二十六年度におい

て、障害者試行雇用事業（障害者雇用の経験の

無い事業主等に対し、障害者雇用に対する理解

を深め、障害者雇用に取り組むきっかけ作りを

行う事業をいう。以下同じ。）について、福祉

施設から一般就労に移行する者のうち、当該事

業を活用することが必要な者が活用できるよ

う、その開始者の数値目標を設定する。 

五 職場適応援助者

による支援の対象

者数 

都道府県の障害保健福祉担当部局は、都道府

県の労働担当部局及び都道府県労働局と連携

して、福祉施設から一般就労に移行する者の職

場適応を容易にするため、平成二十六年度にお

いて、職場適応援助者（障害者の雇用の促進等

に関する法律（昭和三十五年法律第百二十三

号）第二十条第三号に規定する職場適応援助者

をいう。以下同じ。）による支援について、福

祉施設から一般就労に移行する者のうち、必要

な者が支援を受けられるよう、その数値目標を

設定する。 

 

 

 

 

 

 

事業の開始者数 県労働局と連携して、福祉施設から一般就労へ

の移行を促進するため、平成二十三年度におい

て、障害者試行雇用事業（障害者雇用の経験の

無い事業主等に対し、障害者雇用に対する理解

を深め、障害者雇用に取り組むきっかけ作りを

行う事業をいう。以下同じ。）について、福祉

施設から一般就労に移行する者のうち、当該事

業を活用することが必要な者が活用できるよ

う、その開始者の数値目標を設定する。 

五 職場適応援助者

による支援の対象

者数 

都道府県の障害保健福祉担当部局は、都道府

県の労働担当部局及び都道府県労働局と連携

して、福祉施設から一般就労に移行する者の職

場適応を容易にするため、平成二十三年度にお

いて、職場適応援助者（障害者の雇用の促進等

に関する法律（昭和三十五年法律第百二十三号

）第二十条第三号に規定する職場適応援助者を

いう。以下同じ。）による支援について、福祉

施設から一般就労に移行する者のうち、必要な

者が支援を受けられるよう、その数値目標を設

定する。 

 また、平成二十三年度末までに障害者雇用納

付金制度に基づく職場適応援助者助成金の対

象となる職場適応援助者が全国で八百人養成

されることを目指して、都道府県の労働担当部

局においても、障害保健福祉担当部局とも連携

し、その計画的な養成を図ることとする。 



六 障害者就業・生活

支援センター事業

の支援対象者数等 

都道府県の労働担当部局及び障害保健福祉

担当部局は、都道府県労働局と連携して、福祉

施設から一般就労に移行した者の職場定着を

図るため、平成二十六年度において、福祉施設

から一般就労に移行するすべての者が、就労移

行支援事業者と連携した障害者就業・生活支援

センター（障害者の雇用の促進等に関する法律

第三十四条に規定する障害者就業・生活支援セ

ンターをいう。以下同じ。）による支援を受け

ることができるようにすることを目指す。これ

らを含め、地域における就業面及び生活面にお

ける一体的な支援をより一層推進するため、障

害者就業・生活支援センターを拡充し、中長期

的には、すべての圏域に一か所ずつ設置するこ

とを目指す。 

別表第二 

一 市町村障害福祉

計画の基本的理念

等 

市町村障害福祉計画に係る法令の根拠、趣

旨、基本的理念、目的及び特色等 

二 平成二十六年度

の数値目標の設定 

 障害者について、施設入所者及び退院可能精

神障害者の地域生活への移行、福祉施設の利用

者の一般就労への移行等を進めるため、この基

本指針に即して、地域の実情に応じて平成二十

六年度における数値目標を設定すること。 

三 各年度における

指定障害福祉サー

① 各年度における指定障害福祉サービス、指

定地域相談支援又は指定計画相談支援の種

六 障害者就業・生活

支援センター事業

の支援対象者数等 

都道府県の労働担当部局及び障害保健福祉

担当部局は、都道府県労働局と連携して、福祉

施設から一般就労に移行した者の職場定着を

図るため、平成二十三年度において、福祉施設

から一般就労に移行するすべての者が、就労移

行支援事業者と連携した障害者就業・生活支援

センター（障害者の雇用の促進等に関する法律

第三十四条に規定する障害者就業・生活支援セ

ンターをいう。以下同じ。）による支援を受け

ることができるようにすることを目指す。これ

らを含め、地域における就業面及び生活面にお

ける一体的な支援をより一層推進するため、障

害者就業・生活支援センターを拡充し、中長期

的には、すべての圏域に一か所ずつ設置するこ

とを目指す。 

別表第二 

一 市町村障害福祉

計画の基本的理念

等 

市町村障害福祉計画に係る法令の根拠、趣

旨、基本的理念、目的及び特色等 

二 平成二十三年度

の数値目標の設定 

 障害者について、施設入所者及び退院可能精

神障害者の地域生活への移行、福祉施設の利用

者の一般就労への移行等を進めるため、この基

本指針に即して、地域の実情に応じて平成二十

三年度における数値目標を設定すること。 

三 各年度における

指定障害福祉サー

① 各年度における指定障害福祉サービス又

は指定相談支援の種類ごとの必要な量の見



ビス、指定地域相談

支援又は指定計画

相談支援の種類ご

との必要な量の見

込み及びその見込

量の確保のための

方策 

類ごとの必要な量の見込み 

別表第三を参考として、平成二十六年度ま

での各年度における市町村ごとの指定障害

福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計

画相談支援の種類ごとの実施に関する考え

方及び必要な量の見込みを定めること。 

② 指定障害福祉サービス、指定地域相談支援

又は指定計画相談支援の種類ごとの必要な

見込量の確保のための方策を定めること。 

 

四 市町村の地域生

活支援事業の実施

に関する事項 

 市町村が実施する地域生活支援事業につい

て、地域の実情に応じて、次の事項を定めるこ

と。 

① 実施する事業の内容 

② 各年度における事業の種類ごとの実施に

関する考え方及び量の見込み 

③ 各事業の見込量の確保のための方策 

④ その他実施に必要な事項 

五 市町村障害福祉

計画の期間及び見

直しの時期 

 市町村障害福祉計画の期間及び見直しの時

期を定めること。 

六 市町村障害福祉

計画の達成状況の

点検及び評価 

 各年度における市町村障害福祉計画の達成

状況を点検及び評価する方法等を定めること。

別表第三  

一 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括

ビス又は指定相談

支援の種類ごとの

必要な量の見込み

及びその見込量の

確保のための方策 

 

込み 

別表第三を参考として、平成二十三年度ま

での各年度における市町村ごとの指定障害

福祉サービス又は指定相談支援の種類ごと

の実施に関する考え方及び必要な量の見込

みを定めること。 

 

② 指定障害福祉サービス又は指定相談支援

の種類ごとの必要な見込量の確保のための

方策を定めること。 

四 市町村の地域生

活支援事業の実施

に関する事項 

 市町村が実施する地域生活支援事業につい

て、地域の実情に応じて、次の事項を定めるこ

と。 

① 実施する事業の内容 

② 各年度における事業の種類ごとの実施に

関する考え方及び量の見込み 

③ 各事業の見込量の確保のための方策 

④ その他実施に必要な事項 

五 市町村障害福祉

計画の期間及び見

直しの時期 

 市町村障害福祉計画の期間及び見直しの時

期を定めること。 

六 市町村障害福祉

計画の達成状況の

点検及び評価 

 各年度における市町村障害福祉計画の達成

状況を点検及び評価する方法等を定めること。 

別表第三  

一 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括



支援 

居宅介護 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

重度障害者等包括

支援 

  現に利用している者の数、障害者等のニーズ

、退院可能精神障害者のうち居宅介護等の利用

が見込まれる者の数、平均的な一人当たり利用

量等を勘案して、利用者数及び量の見込みを定

める。 

 なお、同行援護については、これらの事項に

加え、平成二十三年十月一日以前の地域生活支

援事業（移動支援事業に限る。）の利用者のう

ち、重度の視覚障害者数を勘案して利用者数及

び量の見込を定める。 

二 生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行

支援、就労継続支援（Ａ型）、就労継続支援（Ｂ型）、療養介護、短期

入所 

日中活動系サービ

ス全体の見込量 

  次の①及び②を勘案して、利用者数及び量の

見込みを定める。 

① 現に利用している者の数、障害者等のニー

ズ、特別支援学校卒業者数の今後の見通し等

を勘案して見込んだ数から、一般就労に移行

する者の見込数、地域活動支援センターの利

用者見込数を控除した数 

② 退院可能精神障害者のうち日中活動系サ

ービスの利用が見込まれる者の数 

生活介護   現に利用している者の数、障害者のニーズ等

を勘案して、利用者数及び量の見込みを定め

る。 

支援 

居宅介護 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

重度障害者等包括

支援 

現に利用している者の数、障害者等のニー

ズ、退院可能精神障害者のうち居宅介護等の利

用が見込まれる者の数、平均的な一人当たり利

用量等を勘案して、利用者数及び量の見込みを

定める。 

 

 

 

 

 

二 生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行

支援、就労継続支援（Ａ型）、就労継続支援（Ｂ型）、療養介護、児童

デイサービス、短期入所 

日中活動系サービ

ス全体の見込量 

  次の①及び②を勘案して、利用者数及び量の

見込みを定める。 

① 現に利用している者の数、障害者等のニー

ズ、特別支援学校卒業者数の今後の見通し等

を勘案して見込んだ数から、一般就労に移行

する者の見込数、地域活動支援センターの利

用者見込数を控除した数 

② 退院可能精神障害者のうち日中活動系サ 

ービスの利用が見込まれる者の数 

生活介護   現に利用している者の数、障害者のニーズ等

を勘案して、利用者数及び量の見込みを定め

る。 



自立訓練（機能訓

練） 

現に利用している者の数、障害者のニーズ、

施設入所者の地域生活への移行の数値目標、平

均的なサービス利用期間等を勘案して、利用者

数及び量の見込みを定める。 

自立訓練（生活訓

練） 

 現に利用している者の数、障害者のニーズ、

施設入所者の地域生活への移行の数値目標、退

院可能精神障害者のうち自立訓練（生活訓練）

の利用が見込まれる者の数、平均的なサービス

利用期間等を勘案して、利用者数及び量の見込

みを定める。 

就労移行支援  現に利用している者の数、障害者のニーズ、

福祉施設の利用者の一般就労への移行の数値

目標、特別支援学校卒業者等新たに就労移行支

援事業の対象者と見込まれる者の数、退院可能

精神障害者のうち就労移行支援事業の利用が

見込まれる者の数、平均的なサービス利用期間

等を勘案して、利用者数及び量の見込みを定め

る。 

就労継続支援（Ａ

型） 

 現に利用している者の数、障害者のニーズ等

を勘案して、利用者数及び量の見込みを定める

。 

 設定に当たっては、平成二十三年度末におい

て、就労継続支援事業の対象者と見込まれる数

の三割以上とすることが望ましい。 

就労継続支援（Ｂ

型） 

 現に利用している者の数、障害者のニーズ等

を勘案して、利用者数及び量の見込みを定める

自立訓練（機能訓

練） 

現に利用している者の数、障害者のニーズ、

施設入所者の地域生活への移行の数値目標、平

均的なサービス利用期間等を勘案して、利用者

数及び量の見込みを定める。 

自立訓練（生活訓

練） 

 現に利用している者の数、障害者のニーズ、

施設入所者の地域生活への移行の数値目標、退

院可能精神障害者のうち自立訓練（生活訓練）

の利用が見込まれる者の数、平均的なサービス

利用期間等を勘案して、利用者数及び量の見込

みを定める。 

就労移行支援  現に利用している者の数、障害者のニーズ、

福祉施設の利用者の一般就労への移行の数値

目標、特別支援学校卒業者等新たに就労移行支

援事業の対象者と見込まれる者の数、退院可能

精神障害者のうち就労移行支援事業の利用が

見込まれる者の数、平均的なサービス利用期間

等を勘案して、利用者数及び量の見込みを定め

る。 

就労継続支援（Ａ

型） 

 現に利用している者の数、障害者のニーズ等

を勘案して、利用者数及び量の見込みを定める

。 

 設定に当たっては、平成二十三年度末におい

て、就労継続支援事業の対象者と見込まれる数

の三割以上とすることが望ましい。 

就労継続支援（Ｂ

型） 

 現に利用している者の数、障害者のニーズ等

を勘案して、利用者数及び量の見込みを定める



。 

 設定に当たっては、区域内の就労継続支援

（Ｂ型）事業所における工賃の平均額（事業所

が、利用者に対して、事業収入から事業に必要

な経費を控除して支払う金額の平均額をい

う。）について、区域ごとの目標水準を設定す

ることが望ましい。 

療養介護  現に利用している者の数、障害者のニーズ等

を勘案して、利用者数及び量の見込みを定め

る。 

（削除） 

 

 

 

 

 

短期入所   現に利用している者の数、障害者等のニー

ズ、平均的な一人当たり利用量等を勘案して、

利用者数及び量の見込みを定める。 

三 共同生活援助、共同生活介護、施設入所支援 

共同生活援助 

共同生活介護 

 

 福祉施設からグループホーム又はケアホー

ムへの移行者について、施設入所者の地域生活

への移行の数値目標が達成されるよう、現に利

用している者の数、障害者のニーズ、退院可能

精神障害者のうち共同生活援助又は共同生活

介護の利用が見込まれる者の数等を勘案して

見込んだ数から、利用者数及び量の見込みを定

。 

 設定に当たっては、区域内の就労継続支援

（Ｂ型）事業所における工賃の平均額（事業所

が、利用者に対して、事業収入から事業に必要

な経費を控除して支払う金額の平均額をい

う。）について、区域ごとの目標水準を設定す

ることが望ましい。 

療養介護  現に利用している者の数、障害者のニーズ等

を勘案して、利用者数及び量の見込みを定め

る。 

児童デイサービス   現に利用している者の数、障害児のニーズ等

を勘案し、市町村地域生活支援事業で実施され

る障害児を対象とした事業との役割分担を踏

まえた上で、利用者数及び量の見込みを定め

る。 

短期入所   現に利用している者の数、障害者等のニー

ズ、平均的な一人当たり利用量等を勘案して、

利用者数及び量の見込みを定める。 

三 共同生活援助、共同生活介護、施設入所支援 

共同生活援助 

共同生活介護 

 

 福祉施設からグループホーム又はケアホー

ムへの移行者について、施設入所者の地域生活

への移行の数値目標が達成されるよう、現に利

用している者の数、障害者のニーズ、退院可能

精神障害者のうち共同生活援助又は共同生活

介護の利用が見込まれる者の数等を勘案して

見込んだ数から、利用者数及び量の見込みを定



める。  

施設入所支援   平成十七年十月一日時点の施設入所者数を

基礎として、施設入所者の地域生活への移行の

数値目標数を控除した上で、ケアホーム等での

対応が困難な者の利用といった真に必要と判

断される数を加えた数から、利用者数及び量の

見込みを定める。 

 なお、当該見込数は、平成二十六年度末にお

いて、平成十七年十月一日時点の施設入所者数

の一割以上を削減することを基本としつつ、地

域の実情に応じて設定することが望ましい。 

四 相談支援 

計画相談支援  障害福祉サービス及び地域相談支援の利用

者数等を勘案し、原則として３年間で計画的に

全ての障害福祉サービス及び地域相談支援の

利用者を計画相談支援の対象として、利用者数

及び量の見込みを定める。 

地域相談支援（地域

移行支援に限る。） 

 施設入所者や退院可能精神障害者の人数や

地域生活への移行者数等を勘案して、利用者数

及び量の見込みを定める。 

 設定に当たっては、入所又は入院前の居住地

を有する市町村が、対象者数及び量を見込むこ

ととする。 

 地域相談支援（地域

定着支援に限る。） 

 同居している家族による支援を受けられな

い障害者の数、地域生活への移行者数等を勘案

して、利用者数及び量の見込みを定める。 

める。  

施設入所支援   第一期計画時点の施設入所者数を基礎とし

て、施設入所者の地域生活への移行の数値目標

数を控除した上で、ケアホーム等での対応が困

難な者の利用といった真に必要と判断される

数を加えた数から、利用者数及び量の見込みを

定める。 

 なお、当該見込数は、平成二十三年度末にお

いて、第一期計画時点の施設入所者数の七％以

上を削減することを基本としつつ、地域の実情

に応じて設定することが望ましい。 

四 相談支援 

相談支援  障害福祉サービス（施設入所支援及び重度障

害者等包括支援を除く。以下この項において同

じ。）の利用が見込まれる者のうち、自ら障害

福祉サービスの利用に関する調整が困難な単

身の障害者等計画的なプログラムに基づく支

援が必要と認められる者の数を勘案して、利用

者数及び量の見込みを定める。 

 

 

 

 

 

 

 



別表第四 

一 都道府県障害福

祉計画の基本的理

念等 

  都道府県障害福祉計画に係る法令の根拠、 

趣旨、基本的理念、目的及び特色等 

二 平成二十六年度

の数値目標の設定 

  障害者について、施設入所者及び退院可能 

精神障害者の地域生活への移行、福祉施設の利

用者の一般就労への移行等を進めるため、この

基本指針に即して、地域の実情に応じて、平成

二十六年度における数値目標を設定すること。

特に、福祉施設の利用者の一般就労への移行

等の数値目標を達成するため、労働担当部局、

教育委員会等の教育担当部局、都道府県労働局

等の関係機関等と連携して、次に掲げる事項に

ついて障害者雇用の推進に関する数値目標を

設定して、実現に向けた取組を定めること。 

① 公共職業安定所経由による福祉施設の利

用者の就職件数 

② 障害者の態様に応じた多様な委託訓練事

業の受講者数 

③ 障害者試行雇用事業の開始者数 

④ 職場適応援助者による支援の対象者数 

⑤ 障害者就業・生活支援センター事業の支援

対象者数等 

三 区域の設定   指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又

は指定計画相談支援の種類ごとの量の見込み

を定める単位となる区域を定めた場合に、その

別表第四 

一 都道府県障害福

祉計画の基本的理

念等 

  都道府県障害福祉計画に係る法令の根拠、 

趣旨、基本的理念、目的及び特色等 

二 平成二十三年度

の数値目標の設定 

  障害者について、施設入所者及び退院可能 

精神障害者の地域生活への移行、福祉施設の利

用者の一般就労への移行等を進めるため、この

基本指針に即して、地域の実情に応じて、平成

二十三年度における数値目標を設定すること。 

特に、福祉施設の利用者の一般就労への移行

等の数値目標を達成するため、労働担当部局、

教育委員会等の教育担当部局、都道府県労働局

等の関係機関等と連携して、次に掲げる事項に

ついて障害者雇用の推進に関する数値目標を

設定して、実現に向けた取組を定めること。 

① 公共職業安定所経由による福祉施設の利

用者の就職件数 

② 障害者の態様に応じた多様な委託訓練事

業の受講者数 

③ 障害者試行雇用事業の開始者数 

④ 職場適応援助者による支援の対象者数 

⑤ 障害者就業・生活支援センター事業の支援

対象者数等 

三 区域の設定   指定障害福祉サービス又は指定相談支援の

種類ごとの量の見込みを定める単位となる区

域を定めた場合に、その趣旨、内容等を定める



趣旨、内容等を定めること。 

四 各年度における

指定障害福祉サービ

ス、指定地域相談支援

又は指定計画相談支

援の種類ごとの必要

な量の見込み及びそ

の見込量の確保のた

めの方策 

① 市町村障害福祉計画を基礎として、平成二

十六年度までの各年度における指定障害福

祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画

相談支援の種類ごとの実施に関する考え方

及び必要な量の見込みについて、区域及び都

道府県全域で定めること。 

② 指定障害福祉サービス、指定地域相談支援

又は指定計画相談支援の種類ごとの必要な

見込量の確保のための方策を定めること。 

五 圏域単位を標準

とした指定障害福

祉サービスの見通

し及び計画的な基

盤整備の方策 

① 障害福祉サービスの利用状況や供給体制

について、国民健康保険団体連合会へ委託す

る自立支援給付の支払に関するデータの分

析等により的確に把握すること。 

② 障害者等のニーズを踏まえ、必要な住まい

、訪問系サービス、日中活動の拠点が適切に

整備されているかという視点から課題を整

理すること。 

③ ①及び②を踏まえ、障害者等の支援に必要

となる指定障害福祉サービスの種類及び量

の見通しを作成すること。加えて、当該見通

しを達成するために新たに必要となる指定

障害福祉サービスを実施する事業所数を見

込むとともに、年次ごとの事業所の整備計画

を作成すること。 

六 各年度の指定障  平成二十六年度までの各年度における指定

こと。 

四 各年度における

指定障害福祉サービ

ス又は指定相談支援

の種類ごとの必要な

量の見込み及びその

見込量の確保のため

の方策 

① 市町村障害福祉計画を基礎として、平成二

十三年度までの各年度における指定障害福

祉サービス又は指定相談支援の種類ごとの

実施に関する考え方及び必要な量の見込み

について、区域及び都道府県全域で定めるこ

と。 

② 指定障害福祉サービス又は指定相談支援

の種類ごとの必要な見込量の確保のための

方策を定めること。 

五 圏域単位を標準

とした指定障害福

祉サービスの見通

し及び計画的な基

盤整備の方策 

① 障害福祉サービスの利用状況や供給体制

について、国民健康保険団体連合会へ委託す

る自立支援給付の支払に関するデータの分

析等により的確に把握すること。 

② 障害者等のニーズを踏まえ、必要な住まい

、訪問系サービス、日中活動の拠点が適切に

整備されているかという視点から課題を整

理すること。 

③ ①及び②を踏まえ、障害者等の支援に必要

となる指定障害福祉サービスの種類及び量

の見通しを作成すること。加えて、当該見通

しを達成するために新たに必要となる指定

障害福祉サービスを実施する事業所数を見

込むとともに、年次ごとの事業所の整備計画

を作成すること。 

六 各年度の指定障  平成二十三年度までの各年度における指定



害者支援施設の必

要入所定員総数 

障害者支援施設の必要入所定員総数を定める

こと。 

七 指定障害福祉サ

ービス等に従事す

る者の確保又は資

質の向上のために

講ずる措置 

 指定障害福祉サービス等に従事する者及び

相談支援専門員等の確保又は資質の向上のた

めに実施する措置に関する事項を定めること。

八 都道府県の地域

生活支援事業の実

施に関する事項 

 

 都道府県が実施する地域生活支援事業につ

いて、地域の実情に応じて、次の事項を定める

こと。 

① 実施する事業の内容 

② 各年度における事業の種類ごとの実施に

関する考え方及び量の見込み 

③ 各事業の見込量の確保のための方策 

④ その他実施に必要な事項 

九 都道府県障害福

祉計画の期間及び

見直しの時期 

 都道府県障害福祉計画の期間及び見直しの

時期を定めること。 

 

十 都道府県障害福

祉計画の達成状況

の点検及び評価 

  各年度における都道府県障害福祉計画の達 

成状況を点検及び評価する方法等を定める 

こと。 
 

害者支援施設の必

要入所定員総数 

障害者支援施設の必要入所定員総数を定める

こと。 

七 指定障害福祉サ

ービス等に従事す

る者の確保又は資

質の向上のために

講ずる措置 

 指定障害福祉サービス等に従事する者及び

相談支援専門員等の確保又は資質の向上のた

めに実施する措置に関する事項を定めること。 

八 都道府県の地域

生活支援事業の実施

に関する事項 

 

 都道府県が実施する地域生活支援事業につ

いて、地域の実情に応じて、次の事項を定める

こと。 

① 実施する事業の内容 

② 各年度における事業の種類ごとの実施に

関する考え方及び量の見込み 

③ 各事業の見込量の確保のための方策 

④ その他実施に必要な事項 

九 都道府県障害福

祉計画の期間及び

見直しの時期 

 都道府県障害福祉計画の期間及び見直しの

時期を定めること。 

 

十 都道府県障害福

祉計画の達成状況

の点検及び評価 

  各年度における都道府県障害福祉計画の達 

成状況を点検及び評価する方法等を定める 

こと。 

  

 




